




地 方 自 治 法（ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ）第 ２ ３ ３ 条 第 ５

項 の 規 定 に よ り 、 令 和 ６ 年 度 一 般 会 計 及 び 各 特 別 会 計 の

決 算 に 係 る 市 政 の 主 要 な 施 策 の 成 果 そ の 他 予 算 の 執 行 に

つ い て 、 次 の と お り 報 告 す る 。

令 和 ７ 年 ９ 月 ４ 日

流 山 市 長 井 崎 義 治



目 次

１ 市 政 の 概 要 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

２ 財 政 の 動 向 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

３ 主 要 な 施 策 の 成 果

（ １ ） 一 般 会 計

ア 議 会 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

イ 総 務 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

ウ 民 生 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

エ 衛 生 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

オ 労 働 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

カ 農 林 水 産 業 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

キ 商 工 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

ク 土 木 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

ケ 消 防 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

コ 教 育 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

（ ２ ） 特 別 会 計

ア 介 護 保 険 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

イ 国 民 健 康 保 険 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･



目 次

１ 市 政 の 概 要 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

２ 財 政 の 動 向 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

３ 主 要 な 施 策 の 成 果

（ １ ） 一 般 会 計

ア 議 会 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

イ 総 務 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

ウ 民 生 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

エ 衛 生 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

オ 労 働 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

カ 農 林 水 産 業 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

キ 商 工 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

ク 土 木 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

ケ 消 防 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

コ 教 育 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

（ ２ ） 特 別 会 計

ア 介 護 保 険 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

イ 国 民 健 康 保 険 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

　 １

　 ２ 3

　 7 7

　 7 9

1 0 1

1 3 1

1 4 9

1 5 1

1 5 6

1 6 7

1 9 8

2 1 0

2 4 9

2 5 4



４ 附 属 資 料

（ １ ） 一 般 会 計

ア 議 会 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

イ 総 務 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

ウ 民 生 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

エ 衛 生 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

オ 労 働 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

カ 農 林 水 産 業 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

キ 商 工 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

ク 土 木 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

ケ 消 防 ・ 防 災 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

コ 教 育 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

サ 物 価 高 騰 支 援 事 業 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

シ 主 な 国 ・ 県 補 助 金 を 受 け て 実 施 し た 事 業 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

（ ２ ） 特 別 会 計

ア 介 護 保 険 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

イ 国 民 健 康 保 険 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

継 続 費 精 算 報 告 書 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

 
 
 
 

１ 市 政 の 概 要

 
 

 
 
 

 
 
 
 

2 5 5

2 6 0

2 8 9

3 1 8

3 4 6

3 4 8

3 5 4

3 5 9

3 6 7

3 7 3

4 1 0

4 1 1

4 1 3

4 1 6

4 2 1



４ 附 属 資 料

（ １ ） 一 般 会 計

ア 議 会 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

イ 総 務 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

ウ 民 生 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

エ 衛 生 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

オ 労 働 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

カ 農 林 水 産 業 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

キ 商 工 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

ク 土 木 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

ケ 消 防 ・ 防 災 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

コ 教 育 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

サ 物 価 高 騰 支 援 事 業 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

シ 主 な 国 ・ 県 補 助 金 を 受 け て 実 施 し た 事 業 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

（ ２ ） 特 別 会 計

ア 介 護 保 険 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

イ 国 民 健 康 保 険 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

継 続 費 精 算 報 告 書 ･･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

 
 
 
 

１ 市 政 の 概 要

 
 

 
 
 

 
 
 
 



１ 市 政 の 概 要

本市では、「流山市自治基本条例」の基本理念を念頭に置き、市長及

び市議会による二元代表制の下、市民の信託に的確に応えるため、「市

民参加条例」、「議会基本条例」の趣旨に基づき、市民参加による市民

自治が更に確立されるよう、可能な限り市民意見の収集に努め、市民目

線に立った市民満足度の高いまちづくりを進めている。

令和６年度は、コロナ禍の影響から脱した後、緩やかな経済回復が続

いていたものの、昨年度に引き続き、エネルギー価格や食料品価格の上

昇など、市民生活に大きな影響が及んだ。

本市では、電力・ガス・食料品等の価格高騰に対応した物価高騰支援

事業を積極的に実施することで、生活支援及び地域経済の活性化を図っ

た。

また、全国的には人口減少が進んでいる中、本市は将来にわたり人口

の減りにくいまちを創るため「都心から一番近い森のまち」を具体的な

都市のイメージとして掲げ、共働き子育て夫婦（ＤＥＷＫＳ）をメイン

ターゲットとしたシティプロモーションを推進しており、令和６年度に

おいても、常住人口が２，０２１人増加したことは、これら施策推進の

成果と認識している。

令和６年度決算における歳入では、人口増加を背景に、市税収入が大

きく増加したものの、年少人口の増加に対応するため子育てや教育環境

等の施設整備が大きな課題となっており、学校や学童・保育施設などの

整備・改修を行う必要があるため、引き続き、国の交付金や補助金を最

大限活用し、必要な財源の確保に努めた。

また、歳出では、扶助費等の義務的経費が大きく増加していることか

ら、真に必要な事業の厳選と歳出の抑制に取り組むとともに、流山市総

合計画に位置付けられた、まちづくりの基本政策に基づき事業展開を図

ったほか、計画を推進するために必要な資産活用や組織・人材、行政経

営などに関する事業を実施し、行政サービスの向上と拡充に努めた。
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安心・安全で快適に暮らせるまち

自治会やマンション管理組合を母体として設立された、延べ１４２の

自主防災組織のうち７１の団体に対し、地域防災力の強化を目的に、防

災 活 動に 必 要 な 防 災 資 機材 な ど の 購 入 や 防災 訓 練 に 要 す る 経費 に つ い

て、補助を行った。

令和６年１０月２０日に東小学校において、周辺自治会や関係機関な

ど３６２名が参加し、市総合防災訓練を実施した。

訓練では、大規模な地震の発生を想定し、シェイクアウト訓練や避難

所開設訓練などに加え、新たに、ドローン操作訓練や災害時応援協定を

締結している民間企業と協力し物資輸送訓練を実施した。

また、同年５月２１日には職員向け訓練として、災害対策本部条例に

基 づ く地 域 防 災 計 画 に 位置 付 け ら れ た 避 難誘 導 救 援 班 の ２ ８名 が 参 加

し、避難所開設訓練をキッコーマン アリーナで行い、マンホールトイ

レの設置や発電機の操作訓練等を行った。

防災施設整備としては、文化会館（中央公民館）にマンホールトイレ

５基と、ソーラー式照明１基を新たに整備した。

また、賞味期限が近い災害用備蓄食糧のうち、梅粥やクラッカーなど

を自治会へ配布したほか、市内１２の小・中学校ではアルファ米を学校

給食で活用し、フードロスを削減するとともに災害用備蓄食糧の啓発を

図った。

消防について中央消防署移転事業では、令和５年度から着手した建設

工事の進捗率は令和６年度末時点で約８３％となったほか、庁舎の移転

に伴い、出動指令機器の移設が災害出動に支障を来たさぬよう、「消防

本部・中央消防署移転検討委員会」を設置し、関係機関と連絡調整を行

った。

また、救急救命士養成事業では、救急救命東京研修所に１名の職員を

派遣したところ国家試験に合格し、救急救命士の資格を取得した。

さらに、流山市消防車両等更新基準に基づき中央消防署救助工作車、

中央消防署水槽付消防ポンプ自動車、南消防署水槽付消防ポンプ自動車

を２台、日勤救急隊高規格救急自動車及び消防団第３・１１・１８分団

の車両を更新整備した。

交通安全対策については、年４回実施される交通安全運動期間中に、

流山警察署、流山交通安全協会などの関係機関と連携し、安全啓発を実

施した。

加えて、毎月１０日の「交通安全の日」及び毎月１５日の「自転車の

日」に現地での街頭指導を実施したほか、市内の小学校及び保育園にお

いて交通安全教室を実施した。

交通安全施設整備では、流山警察署及び教育委員会と連携し、同年５

月から６月にかけて実施した通学路合同点検の結果をもとに、市内各所

において路面標示などの交通安全対策施設の設置・補修を行い、通学路

の安全対策を強化するとともに、自治会等、各地域の意見をもとに生活

道路の安全対策を実施した。

自転車駐車場については、利用者が安全に利用できるように、樹木の

剪定など適正な施設管理に努めたほか、インターネットでの利用申込み

を一部導入し、利便性の向上を図った。

防犯対策については、地域の自主防犯パトロール隊へ活動備品の貸与

支援を行い、地域の防犯力向上を図り治安維持に努めたほか、路上犯罪

対策として市内に防犯カメラを新たに１５台設置し、犯罪抑止に努めた。

防犯灯については、民間の省エネルギー化（ＥＳＣＯ）事業により新

規設置及び維持管理を行った。

また、自治会からの新規設置の要望や交換として５１８灯の設置を行

うとともに、電気料金の負担、不点灯等の故障対応を図った。

消費生活センターについては、消費生活相談員が１，８２７件の相談

に 対 応し 、 消 費 者 ト ラ ブル の 解 決 や 被 害 未然 防 止 及 び 被 害 回復 に 努 め

た。

また、自治会や高齢者団体、小・中学校などに出向き消費者啓発講座

を２０回実施した。講座では、悪質商法や詐欺被害など、実際に消費生

活センターに相談のあった事例を踏まえながら、消費者トラブルなどの

注意喚起や金融教育を行った。

さらに、「成人式～二十歳の集い～」においては、若年者に向けた啓

発ポスターの掲示や啓発冊子の配布を行い消費者教育に努めたほか、消

費生活用製品安全法等に基づく立入検査を実施した。

地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 活 性 化 に つ い て は 、 自 治 会 の 事 務 負 担 軽 減 に 際

し、自治会の申請事務について可能なものは全て電子申請できる体制を
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整えた。また、自治会フォーラムや自治会アンケートを実施し、各自治

会が抱える固有の悩みや問題を意見聴取することができた。

新任自治会長説明会においては、昨年度に引き続き説明会の内容を動

画撮影し、希望のあった自治会へオンデマンド配信を行ったほか、更な

る自治会の事務負担軽減に向けて、翌年度以降の動画配信方式による説

明実施のための準備を進めた。

さらに、自治会活動の活性化のため、自治会等交付金を１８３自治会

に交付し、自治会の費用負担軽減に努めた。

市民参加の推進に当たっては、令和５年度に市民参加条例に基づく市

民参加手続を行った１４事業について、書面評価にて当該条例の運用状

況などの評価を行った。

生きがいを持って健康・長寿に暮らせるまち

母子健康診査事業については、３歳児健康診査において、令和７年度

から小児科診察を個別健診から集団健診へ変更して実施するため、市内

小児科医師と協議を行うなど実施体制の整備を行った。

また、健診結果、訪問、相談等の全ての記録を電子カルテ化すること

で、妊産婦から乳幼児期の情報を共有し、より切れ目のない支援を行え

るよう体制を強化した。

特定健康診査については、若年層の受診率向上や特定健康診査の継続

受 診 に向 け 、 Ａ Ｉ 受 診 勧奨 通 知 の 発 送 や 健康 イ ベ ン ト で の 啓発 を 行 っ

た。

がん検診については、受診率向上のため、２０歳、３０歳、４０歳、

５０歳に到達した初めて検診を受ける方に受診券を個別送付し、受診勧

奨を行った。

また、新たに、がん検診の利便性の向上のため、集団検診の子宮頸が

ん検診と乳がん検診（マンモグラフィ検査）を同日に受けられるセット

検診を実施した。

高齢者の新型コロナウイルス感染症予防接種については、定期接種化

に伴う制度の変更点を周知するため、対象者や接種方法について広報や

ホームページ、流山市ＬＩＮＥ公式アカウント等で十分な周知を行い、

接種を希望する方が接種できる体制の構築に努めた。

医療体制整備・確保事業については、医師会等と緊密な連携を図り、

限られた医療資源を守るため、夜間小児救急医療の診療時間を１９時か

ら２３時の４時間に変更し、２次救急のひっ迫を防ぐとともに、市内の

小児初期診療体制確保に努めた。

生涯学習については、幅広いジャンルの学習機会の提供に努めた。

公民館事業では、ライフステージに対応した学習機会として、６５歳

以上の市民を対象とした「ゆうゆう大学」第１２期の実施、生活課題に

対応した学習機会として「太巻き寿司教室」や「手打ちうどん教室」な

どの親子体験講座を実施したほか、ＩＣＴ学習支援事業として 「初心者

向けパソコン教室」や「スマートフォン講座」を行った。

家庭教育事業では、生後２か月から１１か月児を子育て中の親を対象

とした「子育てママのセミナー」をはじめ、子育ての不安や孤立感の解

消と仲間づくりの場として「子育てサロン」、双子・三つ子の子育て家

庭への支援として「双子の子育てひろば～さくらんぼくらぶ～」を実施

した。また、子育て中の親と子が一緒に生の音楽を楽しめる「子育てコ

ンサート」等を開催し、延べ１，１３９人の来場者で賑わった。

図書館事業では、幅広い分野の図書館資料を購入するとともに「おは

なし会」、「赤ちゃんおはなし会」、「図書館子ども教室」、「人形劇

のつどい」、「歴史講座」、「文学講座」、「図書館活用講座」等を実

施した。

また、「第２次流山市子どもの読書活動推進計画」に基づくブックス

タート関連事業として、市内の子育て関連施設延べ７０施設に乳幼児向

けブックセットを設置した。こどもの読書活動への理解・関心を深める

ため、子育て関連施設で読み聞かせに携わる人を対象とした「紙芝居講

習会」を実施した。

視覚障害等の理由で活字を読むことが困難な方にも「聞く読書」を楽

しんでいただけるオーディオブック配信サービスを導入したほか、千葉

県立西部図書館との共催で「読書バリアフリー講座」を実施し、多様な

読書環境の整備に努めた。

生涯学習の環境整備については、生涯学習センターのエレベーター更

新工事、体育館エアコン設置工事などを行い、安心・安全で快適な施設

環境づくりに努めた。
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公民館等の施設では、北部公民館の空調機器の更新や新規空調機器の

設置工事、南流山センターのバリアフリートイレのオストメイト対応装

置 の 設置 工 事 、 初 石 公 民館 及 び 東 部 公 民 館の ト イ レ 改 修 工 事な ど を 行

い、良好な施設環境の維持と利用者の利便性の向上に努めた。

中央図書館では、カーテンやブラインドの更新、排煙オペレーターの

修繕、書庫の移動棚を電動から手動へ改修するなど設備の更新を中心に

行った。

博物館では、照明や外部掲示板、常設展示施設等の修繕を行った。

また、中央図書館・博物館の共有部分として敷地内（斜面）の高木剪

定 や 主幹 ブ レ ー カ ー 、 非常 用 避 難 通 路 外 階段 手 摺 の 修 繕 な ど行 い 、 安

心・安全な施設環境づくりに努めた。

更に、令和７年度に予定している中央図書館・博物館内装等改修工事

の設計業務を委託した。

森の図書館では、雨漏り改善のため東棟屋根の改修工事、第２会議室

の熱交換器交換を行った。

木の図書館では、風除室の雨漏りが発生したため屋根及び天井の修繕

を行った。

文化芸術・歴史については、「流山史跡めぐり」や「流山史跡ガイド

ウオーキング」を春と秋に開催した。また、民間企業や 高等学校等との

連携により、障害のある方も楽しめるように鑑賞サポートを取り入れた

「バリアフリー演劇鑑賞会」を開催した。

また、令和６年１０月１９日から１１月２４日まで、市民の文化芸術

の発表の場である「流山市文化祭」を実行委員会の企画・運営により開

催した。スターツおおたかの森ホールで実施したオープニングイベント

では、ホワイエにオリジナルストラップ作りや書道などの体験コーナー

を設け、舞台では邦楽三曲や日本舞踊のほか、民謡部、伝統芸能部、舞

踊部、太鼓部共演による「流山市民音頭」が披露され、多くの方に来場

いただき、広く文化祭をＰＲできた。

一茶双樹記念館では、消防設備やエアコンの修繕のほか、樹木診断と

高木の樹木剪定を行い、安全・快適な施設環境づくりと庭園の景観整備

に努めた。

杜のアトリエ黎明では、樹木診断と高木の樹木剪定を行い、敷地内の

景観整備に努めた。

博物館活動事業については、企画展「赤城山に受け継がれた流山の記

憶‐赤城神社と人々‐」及び小展示「昔の道具～１００年前にタイム・

ト リ ップ ～ 」 を 開 催 し た。 各 種 講 座 や イ ベン ト で は 「 子 ど も教 室 」 や

「寺子屋講座」を実施した。

市史編さん事業では「恩田家文書目録（３・完）」の刊行及び「古文

書講座」を実施した。

文化財保護推進事業では、７月に流山市文化財保存活用地域計画が文

化庁から認定を受けたほか、文化財建造物調査、仏像の所在確認、民俗

調査、１００か所めぐり案内看板、市指定文化財・国登録有形文化財な

どの説明看板の修繕を行った。

埋蔵文化財調査事業では、各種開発に伴う発掘調査１４件を実施した

ほか、三輪野山遺跡群、鰭ヶ崎三本松古墳、大畔中ノ割遺跡の発掘調査

報告書刊行に向けた整理作業を継続した。

指定等文化財保存活用整備事業では、令和４年度から継続して実施し

ている国登録有形文化財「秋元家住宅土蔵」の一般公開に向けた外観部

の保存修復工事を完了した。

埋蔵文化財整理室及び収蔵庫整備事業では、市内に点在する各収蔵施

設を鰭ケ崎整理室（東洋学園大学旧校舎学生会館）に集約するため移転

業務を実施した。また、鰭ケ崎整理室整備のためパーテーション撤去や

和室の撤去工事、ブラインドやトイレ等の修繕、残置物撤去処分業務を

行った。

新設中学校（大畔地区）発掘調査事業では、おおぐろの森中学校建設

に先立ち調査が実施された大畔中ノ割遺跡の報告書が刊行され、事業が

完了した。

スポーツ活動の促進については、同年１２月７日にキッコーマン ア

リーナで開催した「ながれやまスポーツフェスタ」において、約４６０

人の市民がバスケットボールやチアダンスの講習会、ボッチャやラダー

ゲッター等の軽スポーツを楽しんだ。

スポーツ環境の整備については、スポーツ活動の拠点施設キッコーマ

ン アリーナを中心に、指定管理者との連携により魅力ある事業を展開

した。キッコーマン アリーナ、屋外体育施設及びコミュニティプラザ

においては、年間８８万人を超える利用があり、屋外スポーツ活動の拠

点施設であるスポーツフィールド全体では年間７万５千人を超える 利用
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があった。また、体育施設利用者の利便性の向上を図るため、総合運動

公園庭球場（１－４面）の人工芝張替え工事を行ったほか、近年、熱中

症の危険性が懸念されている中、市民が安心してスポーツ活動を行える

ようコミュニティプラザ体育室にエアコン設置工事を実施した。

良質な住環境の中で暮らせるまち

生物多様性については、生物多様性地域戦略推進事業において、環境

学習として市役所第１庁舎１階ロビー及び生涯学習センター（流山エル

ズ ） でオ オ タ カ パ ネ ル 展を 開 催 し た ほ か 、生 物 多 様 性 啓 発 イベ ン ト で

は、おおたかの森探検ツアーや市野谷の森西近隣公園で生物多様性シン

ポジウムを行い、市民や将来を担うこどもたちに生物多様性の大切さに

ついて啓発を行うとともに、「グリーンウェイブ２０２４」として公共

施設に７４本の植樹を行った。

市街地整備については、つくばエクスプレス沿線において、市内５地

区で土地区画整理事業が進められており、そのうち、新市街地地区、西

平井・鰭ケ崎地区、鰭ケ崎・思井地区、木地区の４地区の換地処分が完

了した。

残る、千葉県が施行する運動公園周辺地区では、骨格となる都市計画

道路沿道を中心に整備が進められており、令和７年３月末の事業の進捗

率については、約８１％となっている。

江戸川台駅東口周辺地区再整備事業については、駅前広場の拡幅のた

め、用地取得及びロータリー部分の実施設計を実施した。

ジェトロ跡地の施設整備については、ジェトロ跡地における活用方針

や必要となる機能について検討を行い、「ジェトロ跡地活用に係る基本

構想」を策定するとともに、事業手法の検討を行った。

商店街通りについては、これまでに実施した社会実験や整備に関する

商店街からの要望に基づき整備方針の検討を行った。

南流山駅周辺市街地再整備事業については、令和６年２月に策定した

「南流山駅周辺地区まちなみづくり指針」に沿ったまちなみづくりを促

進させるため、土地及び建物所有者に対し、奨励金を交付する制度「南

流山駅周辺地区まちなみづくり促進奨励金制度」を同年７月３日から開

始した。

道路については、名都借跨線橋道路拡幅改良事業において、向小金２

丁目側南柏駅方の新設車道橋築造工事が完了し、向小金１丁目側北小金

駅方の新設車道橋築造工事に着手した。

東小学校前通学路道路拡幅改良事業では、用地測量、物件調査、不動

産鑑定、詳細設計が完了した。

自転車ネットワーク整備事業では、同年１０月に自転車通行空間整備

工事（自転車ピクトグラム等、延長４．４キロメートル）に着手し、同

年１２月に完成した。

都市計画道路３・４・８号美田駒木線道路改良事業では、用地取得、

物件補償が完了した。

都市計画道路３・４・９号南流山名都借線道路改良事業では、用地取

得、物件補償が概ね完了し、路体盛土工事に着手した。

道路維持補修事業としては、中・駒木１号幹線（延長約５４６メート

ル）ほか１１路線及び区画道路４路線の補修工事を実施し、道路環境の

改善に努めた。

河川・排水については、雨水排水施設整備事業において、 台風や大雨

時に市内で点在して発生する冠水箇所の解消を図るため、おおたかの森

西地区の雨水排水施設整備工事に着手した。

ま た 、 こ う の す 台 地 区 及 び 江 戸 川 台 東 地 区 の 排 水 整 備 工 事 が 完 了 し

た。

河川等維持補修事業では、令和３年度に行った樋管点検業務委託の結

果により、修繕が必要となった樋管６か所・６項目の修繕を実施した。

ＴＸ東京駅延伸促進事業では、つくばエクスプレスの利便性向上を図

るため、首都圏新都市鉄道株式会社に対し、東京駅延伸の早期実現及び

車両編成８両化等を要望するとともに、沿線１１市区から成る「つくば

エクスプレスと都心部・臨海地域地下鉄の接続事業化促進期成同盟会」

を設立した。

初 石 駅 施 設 整 備 事 業 で は 、 初 石 駅 の 橋 上 化 及 び 自 由 通 路 の 令 和 ７ 年

１２月供用開始に向けて、計画的に工事を進捗させた。

ぐりーんバス運行事業では、高齢者割引を利用する乗客の運賃を、大

人運賃として取り扱うことにより、収支率が改善し次年度の運行継続を

実現した。

また、高齢者割引利用に必要となる健康保険証の新規発行停止に先立
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料化処理器購入補助金によるごみの減量・資源化の効果等を広報ながれ

やまやホームページに掲載し、啓発を図った。

事業系ごみについては、事業系廃棄物の受入基準の見直しを令和６年

４月１日から行い、減量・資源化及び適正処理の促進に 努めた。また、

多量排出事業者に対し、事業系一般廃棄物減量計画書の提出を求めるな

ど、減量・資源化の促進に努めた。

高齢者等ごみ出し支援事業では、家庭ごみをごみ集積所まで運ぶこと

が困難な高齢者等世帯に対し戸別収集を行うとともに、生活状況の変化

の把握に努め、必要に応じて親族等に情報提供を行った。

また、乳幼児や介護・障害などによる紙おむつ利用世帯への支援につ

いては、指定ごみ袋（燃やすごみ）の配布を行った。

リサイクル館では、包括管理運営業務の受託者に対するモニタリング

を実施し、施設の安全確保と安定的な稼働に努め、選別した資源物の再

利用を図った。

ごみ焼却施設では、関係法令等に基づいた定期点検整備を行い、安全

かつ安定した運転管理に努めた。

当該施設の延命化事業では、長寿命化総合計画に基づき４か年継続事

業として、ごみ焼却施設基幹的設備改良工事の契約を令和４年度に締結

したところであるが、工事２年目となる令和６年度の工程は滞りなく進

捗し無事に完了を迎えた。

森のまちエコセンターでは、機器の整備を適宜行い安定的な稼働に努

め、し尿及び浄化槽汚泥を衛生的に処理した。また、剪定枝等について

は、堆肥化等により資源化を図るとともに、市民へ森のエコ堆肥の無料

配布を行った。

賑わいと魅力のあるまち

地域経済については、物価高騰対策として、国の補助金である小規模

事業者持続化補助金の交付を受けた事業者に対し、市が上乗せで補助金

を交付したほか、事業者が他社と共同して販路拡大、売上アップを図る

ための取組に対して、グループ提案型売上アッププロジェクト応援補助

金を交付した。さらに、ガソリン価格高騰への影響を鑑み、経費が増加

し経営が圧迫されている市内運送事業者に対して、運送事業者継続支援

金の交付による支援を行った。
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また、市内事業者が事業継続に必要な運転資金を円滑に調達できるよ

う、制度融資に係る利子の一部を補助した。

創 業 支 援 事 業 と し て 、 市 内 で 創 業 ・ 起 業 を 目 指 す 方 々 を 支 援 す る た

め、女性向け創業スクールを開催し、スクールを卒業した２５人のうち

１９人が創業に至った。

空き店舗有効活用事業として、空き店舗を飲食業、食品製造販売業、

学習塾等の店舗として活用した事業者１６件に補助金を交付し 、賑わい

の回復と地域活性化を図った。

企業立地では、市民の利便性向上のため、不足する小児科の充足など

６件の企業等立地促進奨励金及び７件の立地企業等協力金を交付し、産

業の振興及び地域の活性化に努めた。

就労支援では、流山市地域職業相談室において、ハローワーク松戸と

の連携事業として求人情報の提供、職業相談・紹介に努めた。また、市

単独の事業として専門の資格を有するキャリアカウンセラーによる就職

個別相談を実施し、１４０名中５９名の就職、うち１８名の正規雇用へ

とつながった。

また、市内事業所の人材確保への支援となる多様な人材が活躍できる

職場づくり補助金の交付のほか、地元企業への就職を望む市民と人材確

保 に 取り 組 む 事 業 所 と の マ ッ チ ン グ の 機 会と な る 就 職 面 談 会を 開 催 し

た。さらに、千葉県ジョブサポートセンター等及び近隣市との共催によ

る「全年齢向け」、「中高年向け」、「シニア向け」、「女性向け」の

就職支援セミナー開催による各種就労支援を行った。

農業については、認定農業者支援事業として、市内認定農業者６１経

営体１０４名に環境配慮型農業資材の購入費の一部を支援することによ

り、更なる環境に配慮した農業振興を図ったほか、農業振興資金融資及

び利子補給事業により、農業者に融資機関を通じて農業振興資金の貸付

けを行うとともに、利子補給を行い、効率的で安定的な農業経営を推進

した。

また、農業委員や農地利用最適化推進委員と連携して農用地利用集積

（６２件・９１，６６０ ９平方メートル）を促進し、荒廃農地の発生

防止や解消の推進に努めた。

学校給食地産地消推進事業では、流山産米の買取価格の一部を補助す

る こ とで 、 市 内 小 ・ 中 学校 及 び 保 育 所 の 給食 米 を 安 定 供 給 する と と も

に、生産者の安定的な販売確保と所得の向上を図り、併せて こどもたち

に食育の推進を図ることができた。

流山版ＤＭＯ推進事業においては、観光地域づくりの舵取り役として

官民連携により設立された法人である流山版ＤＭＯ（株式会社流山ツー

リズムデザイン）が主体となり、新規事業者と古民家所有者とのマッチ

ン グ を行 う な ど 、 流 山 本町 地 域 及 び 利 根 運河 地 域 の 活 性 化 に取 り 組 ん

だ。

交流人口の増加及び地域経済の活性化を図るため、流鉄流山線流山駅

の車両基地周辺を会場とした音楽と食事とお酒が楽しめる「流鉄ビア電

車」のほか、白みりんミュージアムの開館に合わせて、流鉄車両等が店

舗ブースとなるテイクアウトイベント「流鉄トレインマーケット」を開

催した。また、江戸川河川敷で流山花火大会を開催し、三郷花火大会と

同時に開催することで、両市合わせて約１２，０００発の花火が打ち上

げられた。

白みりんミュージアム整備事業では、流山発祥の白みりんをテーマに

した体験型公共施設「白みりんミュージアム」を整備し、令和 ７年３月

２９日に開館した。施設では、白みりんの歴史や製造工程を学べる展示

のほか、もろみ仕込みのバーチャル体験や工場見学、ドラマ仕立ての動

画「流山白みりん始まり物語」などのコンテンツを提供している。

外国人観光客誘致促進について、国等が行うＪＥＴプログラム（語学

指導等を行う外国青年招致事業）に基づく国際交流員を任用し、流山本

町及び利根運河地域の魅力について、ＳＮＳを活用した外国人目線での

情報発信を行うとともに、外国人を対象としたモニターツアーを実施し

た。また、店舗と協力し、英語対応表示や英語メニューの作成に取り組

んだ。さらに、本市のターゲットである台湾、欧米の外国人観光客誘致

に向け、プロモーション及び流山本町への来訪を促すキャンペーンを実

施した。

誰もが自分らしく暮らせるまち

高齢者福祉については、高齢者ふれあいの家支援事業において、家に

閉じこもりがちな高齢者の生きがいづくりや孤立感の解消を目的とする

高齢者ふれあいの家が２か所新設し１か所廃止したことに伴い、３３か
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所で活動している。今後も健康的で元気にあふれた高齢者を増やす政策

として、高齢者ふれあいの家の新たな開設に努めていく。

敬老バス支援事業では、高齢者団体の相互の親睦やレクリエーション

活動などを実施し、延べ１３１団体、３，６６１人の利用があった。

高齢者福祉センター森の倶楽部整備改修事業では、入浴施設において

経年劣化による故障や事故が起きる可能性があったことから、ガス給湯

器６台全ての交換工事を行った。

ひとり暮らし高齢者緊急通報装置給付事業では、新規９台の緊急通報

装置を給付し、令和７年３月末現在１２１台が稼動している。今後もひ

とり暮らしの方の緊急時の連絡手段の確保に努めていく。

地域包括支援センター委託事業では、市内５か所の高齢者なんでも相

談室（地域包括支援センター）の事業運営を委託し、高齢者の心身の状

況や環境等に応じた総合的・専門的な相談支援、地域の関係機関との連

携強化等について取り組んだ。

成年後見制度申立事業では、認知症等で判断能力が不十分であり、成

年後見制度の利用が必要な高齢者で、申立てをする親族がいない等の理

由で申立てが困難である方について市長申立てを１２件行った。また、

後見人等への報酬支払いが困難な高齢者に対し、２６件の報酬費用の助

成を行った。

在宅医療介護連携推進事業では、医療と介護の関係者の連携を推進す

る研修の場である「介護と医療をつむぐ会」を４回開催した。また、市

民に向けた普及啓発活動として、市民公開講座や出前講座を開催して在

宅療養や人生会議に関する周知に取り組むとともに、在宅療養に関する

広報紙「おうち療養情報紙」を発行した。

高齢者介護予防普及啓発事業では、加齢による筋力低下を防ぐため筋

力アップ教室を延べ２１回開催し、「ながいき１００歳体操」の普及に

努め、希望する団体に指導員等を派遣し地域住民の主体的な取組につな

がるよう支援した。

こ の こ と に よ り 、 住 民 主 体 型 の 介 護 予 防 の 取 組 で あ る 「 な が い き

１００歳体操」の新規９グループが立ち上がり、７３グループが活動す

る体制づくりができた。

介護保険については、第９期介護保険事業計画の初年度目に当たり、

第 号被保険者の保険料の基準月額を５，９８０円としている。

介護人材確保支援事業では、介護職員の増員や資質向上を図るため、

市内介護保険サービス事業所に勤務する一定の要件を満たした介護職員

等１，１１６名に対して独自の処遇改善を行ったほか、介護職員初任者

研修や介護職員実務者研修等の研修費用の一部助成制度に２０件の利用

があった。また、市内介護保険事業所と求職者のマッチングを目的とし

た合同就職相談会と、市民向けの介護理解促進講座や介護ロボット体験

等を一体化した「介護の仕事フェア」を開催した。

特別養護老人ホーム整備支援事業では、平和台駅前に「特別養護老人

ホーム時の花」が令和６年６月に開設された。

認知症施策推進事業では、認知症サポーター養成講座の開催や、認知

症の方に見えている世界や感じている思いを自分事として体験してもら

うＶＲ機器による認知症体験会を実施し、認知症の正しい理解の啓発や

知識の普及に取り組んだ。

また、認知症高齢者等が行方不明となられた場合に早期発見、早期保

護を図るための認知症高齢者等見守りシールの利用者は令和７年３月末

現在で８６名である。

障害者福祉については、障害者相談支援事業委託事業所の相談員を２

名増員し計６名体制とし、基幹相談支援センターの相談員を３名増員し

計５名体制とすることで、地域の相談支援体制を強化した。

児童発達支援センターでは、発達に心配のあるこどもが地域で安心し

て過ごすことができるよう関係機関と連携を図りながら、相談や発達支

援を行った。また、狭隘していた事務室を拡張し執務環境を整備したこ

とで、業務効率が改善した。

地域支援では、相談者の不安に早期に寄り添えるよう、申請から面接

までの待機日数の短縮に取り組んだ。また、相談支援専門員を増員し、

受け入れ強化に努めた。

つばさ学園及び児童デイつばさでは、日々の生活や遊びを通して こど

もや家族にとって安心できる場となるよう、利用者に寄り添った支援を

行うとともに、関係機関と連携を図りながら、こどもや家族に対し、包

括的な支援に取り組んだ。

自立と社会参加では、「流山市手話言語の普及の促進に関する条例」

の普及促進のため、市職員と手話関係団体が一体となって手話出前講座

を実施した。
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また、失語症者を対象として、意思疎通支援事業を実施した。

地域福祉については、これまでの分野別の相談支援では解決が困難で

あ っ た複 雑 化 ・ 複 合 化 した 、 又 は 制 度 の 狭間 に あ る 課 題 を 解決 す る た

め、各部署の垣根を超えた「生きづらさ包括支援事業（重層的支援体制

整備事業）」を実施している。事業の実施に当たり、令和６年１０月か

ら「よりそいサポートセンター」を開設し、生きづらさを抱えた方への

継続的な支援を行っている。

地域支え合い活動推進事業では、孤立死防止や災害時の避難に関する

支援に向けた地域の日常的見守りや支え合いについて、要支援者の名簿

提供や活動事例の共有など自治会や関係機関との協力・連携を図りなが

ら推進し、令和７年３月末現在で１２６の自治会及びマンション管理組

合と協定を締結している。また、災害時に自力での避難が困難な避難行

動要支援者一人ひとりの個別避難計画の作成を進め、避難支援の円滑化

を図っている。

福祉会館整備事業においては、経年劣化に伴う思井福祉会館屋上防水

工事や流山福祉会館外壁塗装改修及び防水工事を実施したほか、下花輪

福祉会館本館浴室床改修や流山福祉会館第一会議室空調機改修、野々下

福祉会館空調機器増設工事等を行い、利用者の利便性向上を図った。

誰もが安心して暮らすことのできる生活支援として、生活保護法等に

基づく扶助事業において生活に困窮する方に対し、その困窮の程度に応

じ必要な保護を行い、生活保護の適正実施に努めた。

生 活困 窮 者 自 立 支 援 事業 で は 、 様 々 な 問題 を 抱 え る 生 活 困窮 者 に 対

し 、 個々 の 問 題 に 応 じ て関 係 機 関 と 連 携 を図 り な が ら 支 援 計画 を 策 定

し、自立相談支援、就労準備支援、家計改善支援及び被保護者家計改善

支援並びに住居確保給付金の支給を行った。

また、物価高に苦しむ低所得世帯の生活を守るため、物価高騰支援事

業として、令和６年度に新たに低所得になった世帯２，７８１世帯に対

し 給 付 を 行 い 、 あ わ せ て 定 額 減 税 し き れ な い と 見 込 ま れ る 方

３０，０２２人に対する調整給付を行った。さらに、物価高の影響が大

きい、令和６年度低所得世帯１５，３０１世帯に対する給付を行った。

共生社会については、男女共同参画社会の形成に向けて、「流山市第

４次男女共同参画プラン」に基づき、市民、市職員等を対象とした講座

や講演会を開催し、令和６年６月には「男女共同参画週間」にあわせて

啓発パネル展を実施した。令和７年３月には２３号目の啓発紙を発行し

たほか、通年で女性の生き方相談を実施し、抱える悩みを自らの力で解

決できるよう支援した。

ま た、 第 ４ 次 男 女 共 同参 画 プ ラ ン が 令 和６ 年 度 で 終 了 と なる こ と か

ら、令和７年度から１１年度までの５年間を計画期間とした第５次男女

共 同 参画 プ ラ ン を 策 定 した 。 同 プ ラ ン は 、令 和 ６ 年 ４ 月 に 施行 さ れ た

「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」の市町村基本計画と

しても位置づけた。

同年２月から開始した流山市パートナーシップ・ファミリーシップの

届出制度については、オンラインでの届出の実施や、都市間連携に関す

る協定の締結及び自治体間連携ネットワークへの加入により、制度利用

者の負担軽減を図った。

江 戸 川 台 駅 前 庁 舎 ３ 階 に 開 設 し て い る 国 際 理 解 サ ポ ー ト セ ン タ ー で

は、外国人住民の生活関連や公的手続などに関する相談業務を実施した

ほか、市民便利帳の翻訳や新たに転入した外国人向けの配布資料の刷新

など、外国人住民が暮らしやすい環境整備に向けた取組を実施した。ま

た 、 外国 人 の 方 で も 理 解し や す い 「 や さ しい 日 本 語 」 の 普 及を 目 的 と

し 、 防災 を テ ー マ に 実 施し た 外 国 人 と の 接し 方 講 座 や 外 国 の文 化 を 感

じ、理解を深めるための「世界の料理教室～ラトビア編～」を開催し、

市民の多文化共生意識の啓発を促進した。

平和施策では、平和大使の広島派遣を実施し、こどもたちが平和につ

いて学び、考える機会を提供した。

また、広島平和記念資料館から広島・長崎の原爆被害の実相や現在の

核兵器の状況について、写真や図表を用いて分かりやすく説明したパネ

ルを借用し、流山市役所及び東部公民館において平和ポスター展を実施

し、幅広い世代の市民に向けて、平和の尊さについて考える機会を創出

した。

子どもをみんなで育むまち

子ども・子育て施策については、こども基本法に基づき、令和７年度

から令和１１年度までの５か年を計画期間とする「流山市こども計画」

を策定するため、流山市子ども・子育て会議を計９回開催した。
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児童館・児童センターでは、あそびの広場において、指導員とともに

親子が自由に遊べるという利用環境により親同士の交流を深めた。

また、移動児童館については、東深井福祉会館で１２回、名都借福祉

会 館 で１ １ 回 、 青 空 （ 美田 公 園 ） で ６ 回 実施 し 、 乳 幼 児 親 子を 中 心 に

５０３名の参加者があった。

妊娠・出産・子育てサポート事業では、保健師等専門職が常駐する市

内３か所で、母子健康手帳交付時に妊婦と面談を実施し、早期の状況把

握 に 努め 、 個 々 の 状 況 に応 じ て 作 成 し た 支援 計 画 を も と に 安心 し て 出

産・子育てに臨めるよう、必要な支援に結び付けた。また、産後ケア事

業の利用対象者を産後４か月未満から産後１年未満に拡充し、産婦の子

育ての負担や不安の解消に努めた。

出産・子育て応援給付金事業の伴走型相談支援により、引き続き妊娠

期から子育て期まで切れ目のない支援を行った。

希望する全ての障害児等が円滑に保育施設等に入所できる よう、「要

配慮児童保育コンシェルジュ」を配置し、事前面談や受入れた保育施設

のサポートを行った。

また、私立保育園への要配慮児童受け入れ体制の支援を大幅に拡充し

た。

学童クラブについては、東小学校区学童クラブの排水施設整備工事を

実施し、運営上支障をきたしていた排水問題を解消した。

指定管理者制度による各学童クラブの運営状況については、「モニタ

リングに関するガイドライン」に基づく満足度調査の総合的な満足度に

おいて、多くの利用者から「満足」又は「どちらかといえば満足」と評

価を受けており、順調な運営を継続している。

児童虐待防止対策については、子どもを守る地域ネットワークである

「要保護児童対策地域協議会」の代表者会議を１回、実務者会議を１２

回、個別支援会議を３３回開催し、関係機関の情報の共有や実態の把握

の充実を図り、児童虐待の早期発見・早期対応及び適切な支援の推進に

努めた。

また、児童虐待防止啓発活動の一環として、流山市民まつり（１０月）

で児童虐待防止や里親制度に関するリーフレットを配布したほか、児童

虐待防止推進月間（１１月）には、サンコーテクノプラザ南流山地域図

書館において児童虐待防止に関するパネル展示を実施するとともに、関

係機関を集めての児童虐待防止対策研修会を開催した。

青少年の健全育成については、令和６年１０月９日に文化会館で「青

少年主張大会」が開催され、中学生９人及び高校生３人が日頃考えてい

ることや思いを発表した。

令和７年１月１２日にキッコーマン アリーナで「令和７年流山市成

人式～二十歳の集い～」を開催したほか、青少年育成団体と連携・協力

しながら、青少年相談員連絡協議会主催「チャレンジキャンプ」をはじ

め、子ども会育成連絡協議会主催「めざせ！あそびの達人」や青少年育

成会議主催「親子たこあげ大会」などの事業を展開した。

青少年社会環境浄化事業では、令和５年度に引き続き店舗利用状況調

査を実施し、各地区が情報を共有しながら、こどもの健全な成長のため

に大人には何ができるのかをシンポジウムを開催し話し合った。

また、青少年やその保護者が一人で悩むことがないよう、青少年専門

相談員による相談案内を、相談室だより「はなみずき」や広報紙等で広

く周知するとともに、スキットメールを活用し小・中学校の保護者に直

接情報提供を行い、より多くの相談機会を提供した。

学校教育については、１人１台タブレット端末の効率的な活用を推進

するために研修会を実施し、児童生徒の個別最適と協働的な学びの実現

及び学びに向かう力の育成に努めた。また、校務系データと学習系デー

タの一元管理を目指し、活用推進に努めることで、誰一人取り残すこと

のない教育を推進した。

コミュニティスクールは全１０中学校区で設置が完了し、義務教育 期

間をとおして家庭や地域と連携した教育の取組を推進した。

学校施設の整備については、ランドセル収納が困難な小学校教室ロッ

カーの改修を継続して進めたほか、各校で屋上防水や外壁塗装 、給排水

設備の改修を行った。

また、増加する生徒・児童数への対応として、おおぐろの森小学校及

び常盤松中学校の校舎増築の設計を行った。

教育環境の整備では、個々の教育的ニーズに応じた、きめ細かな指導

を行うため、特別支援学級介添員１３６名を各小・中学校の特別支援学

級に配置した。

また、１学級当たりの児童・生徒数において、学級編成の標準を適用
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児童館・児童センターでは、あそびの広場において、指導員とともに

親子が自由に遊べるという利用環境により親同士の交流を深めた。

また、移動児童館については、東深井福祉会館で１２回、名都借福祉

会 館 で１ １ 回 、 青 空 （ 美田 公 園 ） で ６ 回 実施 し 、 乳 幼 児 親 子を 中 心 に

５０３名の参加者があった。

妊娠・出産・子育てサポート事業では、保健師等専門職が常駐する市

内３か所で、母子健康手帳交付時に妊婦と面談を実施し、早期の状況把

握 に 努め 、 個 々 の 状 況 に応 じ て 作 成 し た 支援 計 画 を も と に 安心 し て 出

産・子育てに臨めるよう、必要な支援に結び付けた。また、産後ケア事

業の利用対象者を産後４か月未満から産後１年未満に拡充し、産婦の子

育ての負担や不安の解消に努めた。

出産・子育て応援給付金事業の伴走型相談支援により、引き続き妊娠

期から子育て期まで切れ目のない支援を行った。

希望する全ての障害児等が円滑に保育施設等に入所できる よう、「要

配慮児童保育コンシェルジュ」を配置し、事前面談や受入れた保育施設

のサポートを行った。

また、私立保育園への要配慮児童受け入れ体制の支援を大幅に拡充し

た。

学童クラブについては、東小学校区学童クラブの排水施設整備工事を

実施し、運営上支障をきたしていた排水問題を解消した。

指定管理者制度による各学童クラブの運営状況については、「モニタ

リングに関するガイドライン」に基づく満足度調査の総合的な満足度に

おいて、多くの利用者から「満足」又は「どちらかといえば満足」と評

価を受けており、順調な運営を継続している。

児童虐待防止対策については、子どもを守る地域ネットワークである

「要保護児童対策地域協議会」の代表者会議を１回、実務者会議を１２

回、個別支援会議を３３回開催し、関係機関の情報の共有や実態の把握

の充実を図り、児童虐待の早期発見・早期対応及び適切な支援の推進に

努めた。

また、児童虐待防止啓発活動の一環として、流山市民まつり（１０月）

で児童虐待防止や里親制度に関するリーフレットを配布したほか、児童

虐待防止推進月間（１１月）には、サンコーテクノプラザ南流山地域図

書館において児童虐待防止に関するパネル展示を実施するとともに、関

係機関を集めての児童虐待防止対策研修会を開催した。

青少年の健全育成については、令和６年１０月９日に文化会館で「青

少年主張大会」が開催され、中学生９人及び高校生３人が日頃考えてい

ることや思いを発表した。

令和７年１月１２日にキッコーマン アリーナで「令和７年流山市成

人式～二十歳の集い～」を開催したほか、青少年育成団体と連携・協力

しながら、青少年相談員連絡協議会主催「チャレンジキャンプ」をはじ

め、子ども会育成連絡協議会主催「めざせ！あそびの達人」や青少年育

成会議主催「親子たこあげ大会」などの事業を展開した。

青少年社会環境浄化事業では、令和５年度に引き続き店舗利用状況調

査を実施し、各地区が情報を共有しながら、こどもの健全な成長のため

に大人には何ができるのかをシンポジウムを開催し話し合った。

また、青少年やその保護者が一人で悩むことがないよう、青少年専門

相談員による相談案内を、相談室だより「はなみずき」や広報紙等で広

く周知するとともに、スキットメールを活用し小・中学校の保護者に直

接情報提供を行い、より多くの相談機会を提供した。

学校教育については、１人１台タブレット端末の効率的な活用を推進

するために研修会を実施し、児童生徒の個別最適と協働的な学びの実現

及び学びに向かう力の育成に努めた。また、校務系データと学習系デー

タの一元管理を目指し、活用推進に努めることで、誰一人取り残すこと

のない教育を推進した。

コミュニティスクールは全１０中学校区で設置が完了し、義務教育 期

間をとおして家庭や地域と連携した教育の取組を推進した。

学校施設の整備については、ランドセル収納が困難な小学校教室ロッ

カーの改修を継続して進めたほか、各校で屋上防水や外壁塗装 、給排水

設備の改修を行った。

また、増加する生徒・児童数への対応として、おおぐろの森小学校及

び常盤松中学校の校舎増築の設計を行った。

教育環境の整備では、個々の教育的ニーズに応じた、きめ細かな指導

を行うため、特別支援学級介添員１３６名を各小・中学校の特別支援学

級に配置した。

また、１学級当たりの児童・生徒数において、学級編成の標準を適用
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し、学級編成基準の弾力的運用による児童・生徒数を上回る学級につい

て、７名の担任サポート教員等を配置した。

いじめの早期発見・早期解決に向けて、なやみホットラインによる電

話 相 談・ メ ー ル 相 談 の ほか 、 い じ め 報 告 ・相 談 ア プ リ （ Ｓ ＴＡ Ｎ Ｄ Ｂ

Ｙ）による相談業務を行った。

ま た 、 い じ め 未 然 防 止 教 育 を 推 進 す る た め 、 い じ め を 傍 観 せ ず 、 報

告、相談する大切さに気付かせる、脱いじめ傍観者授業プログラムを全

中学校の１年生を対象に実施したほか、スクールロイヤーによるいじめ

防止授業を全小学校の５年生及び全中学校の１年生を対象に実施した。

さらに、学校サポート看護師１２名（うち１名は、医療的ケアのため

に配置）を拠点校に１名ずつ配置することで、各学校の養護教諭を補佐

し、健康教育の推進と、児童・生徒の緊急時に専門性を生かした対応が

図られた。

また、未配置校にも状況に応じて派遣を行っていることから、市内全

域で事業の効果が表れている。

計画を推進するために

公共施設の適正な維持管理に向けて、個別施設計画における ９６の公

共施設の簡易劣化調査を行い、総合評価を見直した。

また、包括施設管理業務委託では、引き続き、市内５２の公共施設の

点検、法定検査、維持管理等を包括的に業務委託することで、保守管理

業務の質の向上・事務量の低減・コスト削減を図るなど、より実践的で

多角的なファシリティマネジメント（ＦＭ）の推進を図っている。

指定管理者制度については、１１施設について指定管理者の選定を行

った。また、指定管理者のもとで働く従業員の労働条件が関係法令を遵

守したものであるかどうかを確認するため、社会保険労務士による労働

条件審査を行ったところ、法令違反はなく、従業員の労働条件が法令に

合致していた。

組織・人材については、職員の政策法務能力の向上のための施策とし

て、政策法務研修計画に基づき、法的な課題に気づく力の習得を目的と

した「基礎法務研修」を対象者６２名で１２回、初めて見る法律でも自

ら解釈できる力の習得を目的とした「政策法務研修＜基礎編＞」を対象

者７４名で４回、自ら法的な課題を解決する力の習得を目的とした「政

策法務研修＜発展編＞」を対象者４７名で５回、各課の政策法務主任を

対象とした「政策法務主任研修」を５回実施した。

研修をより効果的に実施するため、基礎法務研修の受講者等５７名が

自治体法務検定（基本法務編）を受検し、１２名がシルバークラスに認

定された。

ま た 、 政 策 法 務 研 修 ＜ 基 礎 編 ＞ の 受 講 者 等 ７ ０ 名 が 自 治 体 法 務 検 定

（政策法務編）を受検し、１名がプラチナクラス、２名がゴールドクラ

ス、１１名がシルバークラスに認定された。

申請に対する処分をテーマに行政リーガル・ドック事業を実施し、事

務の適切な執行について検証した。

広 報な が れ や ま で は 、「 公 園 の 魅 力 」 、「 風 水 害 か ら 身 を守 る 」 、

「子どもの緊急時対応」、「魅力が広がる流山本町」特集を組み、重要

な市政情報を発信した。

「 公 園 の 魅 力 特 集 」 で は 、 緑 豊 か で 良 質 な 住 環 境 を 創 出 す る た め 、

様々な公園を整備し、利用者の利便性向上に努めていることをアピール

した。「風水害から身を守る特集」では、市民にマイタイムラインの作

成を促すことで、台風への対策や実際の行動フローを改めて知ってもら

い、台風が接近したときに適切な行動がとれるよう、防災情報を周知し

た。「子どもの緊急時対応特集」では、こどもが発熱やけがなどをした

際の正しい知識を身につけてもらうため、家庭で行う観察や対処方法、

救 急 車を 呼 ぶ タ イ ミ ン グな ど を 紹 介 し た 。「 魅 力 が 広 が る 流山 本 町 特

集」では、歴史的なまちなみと新しい店舗が共存している流山本町の認

知度向上のため、開館した白みりんミュージアムを中心に流山本町にあ

る施設や店舗を紹介した。

情報セキュリティでは、各地方自治体及び国・県と接続しているネッ

トワークに係る自治体情報セキュリティ対策を適切に維持管理するとと

もに、新たな脅威に対する情報収集や職員への研修に努め、個人 情報等

の安全管理の徹底を図った。

また、国が進める自治体情報システムの標準化・共通化に向けた取組

では、２０２５年度内の移行に向け、基幹系情報システムの更新や新た

なクラウド環境への構築に向けた準備のほか、関係部署や関係事業者と

の協議を進めた。さらに、行政手続きに係る利便性の向上を目的に、オ

ンライン申請サービス（行かない窓口）を導入し、市役所や出張所等に
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し、学級編成基準の弾力的運用による児童・生徒数を上回る学級につい

て、７名の担任サポート教員等を配置した。

いじめの早期発見・早期解決に向けて、なやみホットラインによる電

話 相 談・ メ ー ル 相 談 の ほか 、 い じ め 報 告 ・相 談 ア プ リ （ Ｓ ＴＡ Ｎ Ｄ Ｂ

Ｙ）による相談業務を行った。

ま た 、 い じ め 未 然 防 止 教 育 を 推 進 す る た め 、 い じ め を 傍 観 せ ず 、 報

告、相談する大切さに気付かせる、脱いじめ傍観者授業プログラムを全

中学校の１年生を対象に実施したほか、スクールロイヤーによるいじめ

防止授業を全小学校の５年生及び全中学校の１年生を対象に実施した。

さらに、学校サポート看護師１２名（うち１名は、医療的ケアのため

に配置）を拠点校に１名ずつ配置することで、各学校の養護教諭を補佐

し、健康教育の推進と、児童・生徒の緊急時に専門性を生かした対応が

図られた。

また、未配置校にも状況に応じて派遣を行っていることから、市内全

域で事業の効果が表れている。

計画を推進するために

公共施設の適正な維持管理に向けて、個別施設計画における ９６の公

共施設の簡易劣化調査を行い、総合評価を見直した。

また、包括施設管理業務委託では、引き続き、市内５２の公共施設の

点検、法定検査、維持管理等を包括的に業務委託することで、保守管理

業務の質の向上・事務量の低減・コスト削減を図るなど、より実践的で

多角的なファシリティマネジメント（ＦＭ）の推進を図っている。

指定管理者制度については、１１施設について指定管理者の選定を行

った。また、指定管理者のもとで働く従業員の労働条件が関係法令を遵

守したものであるかどうかを確認するため、社会保険労務士による労働

条件審査を行ったところ、法令違反はなく、従業員の労働条件が法令に

合致していた。

組織・人材については、職員の政策法務能力の向上のための施策とし

て、政策法務研修計画に基づき、法的な課題に気づく力の習得を目的と

した「基礎法務研修」を対象者６２名で１２回、初めて見る法律でも自

ら解釈できる力の習得を目的とした「政策法務研修＜基礎編＞」を対象

者７４名で４回、自ら法的な課題を解決する力の習得を目的とした「政

策法務研修＜発展編＞」を対象者４７名で５回、各課の政策法務主任を

対象とした「政策法務主任研修」を５回実施した。

研修をより効果的に実施するため、基礎法務研修の受講者等５７名が

自治体法務検定（基本法務編）を受検し、１２名がシルバークラスに認

定された。

ま た 、 政 策 法 務 研 修 ＜ 基 礎 編 ＞ の 受 講 者 等 ７ ０ 名 が 自 治 体 法 務 検 定

（政策法務編）を受検し、１名がプラチナクラス、２名がゴールドクラ

ス、１１名がシルバークラスに認定された。

申請に対する処分をテーマに行政リーガル・ドック事業を実施し、事

務の適切な執行について検証した。

広 報な が れ や ま で は 、「 公 園 の 魅 力 」 、「 風 水 害 か ら 身 を守 る 」 、

「子どもの緊急時対応」、「魅力が広がる流山本町」特集を組み、重要

な市政情報を発信した。

「 公 園 の 魅 力 特 集 」 で は 、 緑 豊 か で 良 質 な 住 環 境 を 創 出 す る た め 、

様々な公園を整備し、利用者の利便性向上に努めていることをアピール

した。「風水害から身を守る特集」では、市民にマイタイムラインの作

成を促すことで、台風への対策や実際の行動フローを改めて知ってもら

い、台風が接近したときに適切な行動がとれるよう、防災情報を周知し

た。「子どもの緊急時対応特集」では、こどもが発熱やけがなどをした

際の正しい知識を身につけてもらうため、家庭で行う観察や対処方法、

救 急 車を 呼 ぶ タ イ ミ ン グな ど を 紹 介 し た 。「 魅 力 が 広 が る 流山 本 町 特

集」では、歴史的なまちなみと新しい店舗が共存している流山本町の認

知度向上のため、開館した白みりんミュージアムを中心に流山本町にあ

る施設や店舗を紹介した。

情報セキュリティでは、各地方自治体及び国・県と接続しているネッ

トワークに係る自治体情報セキュリティ対策を適切に維持管理するとと

もに、新たな脅威に対する情報収集や職員への研修に努め、個人 情報等

の安全管理の徹底を図った。

また、国が進める自治体情報システムの標準化・共通化に向けた取組

では、２０２５年度内の移行に向け、基幹系情報システムの更新や新た

なクラウド環境への構築に向けた準備のほか、関係部署や関係事業者と

の協議を進めた。さらに、行政手続きに係る利便性の向上を目的に、オ

ンライン申請サービス（行かない窓口）を導入し、市役所や出張所等に
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出向く負担の軽減、手続きの時間の短縮を図った。

統 計 調 査 に つ い て は 、 毎 年 実 施 し て い る 統 計 調 査 以 外 に 、 令 和 ６ 年

１０月１日から同年１１月３０日までの期間で、全国家計構造調査を実

施した。全国家計構造調査は、家計における消費、所得、資産及び負債

の実態を総合的に把握し、世帯の所得分布、消費の水準、構造等を全国

的及び地域別に明らかにすることを目的としている。

ま た、 令 和 ７ 年 ２ 月 １日 を 基 準 日 と し て、 農 林 業 セ ン サ スを 実 施 し

た。農林業センサスは、生産構造、就業構造及び農山村等の農林業をと

りまく実態を明らかにするとともに、農林行政の推進に必要な基礎資料

を整備することを目的としている。

マーケティングについては、住民誘致において、これまでの取組を継

続し進化させながら、「住み続ける価値の高いまち」として、流山市の

都市ブランド確立を目指し、取り組んでいる。

流山市ブランド推進業務として、令和３年４月に策定した「流山市ブ

ランディングプラン」に基づき、流山市ブランディングの起点として、

同年１２月から流山市ブランディングサイトを運営している。ブランデ

ィングサイトの中では、市民の方々の様々な活動・取組を通して、流山

ならではのライフスタイルの数々を紹介している。令和６年度は、ＳＮ

Ｓ広告にてＰＲを行ったことで、新規約５万７千人の方々に閲覧いただ

いた。

イベントでは、「流山グリーンフェスティバル２０２４」、「森のナ

イトカフェ＋ウォーターマッピング」、「ハーヴェスティバル 」「森の

マルシェ・ド・ノエル」を開催し、季節に即したネーミングや企画内容

により、市内外から延べ約８万４千人の方が会場を訪れたことで、流山

市の知名度とイメージの向上に貢献することができた。

このほかフィルムコミッション事業では、ロケ地支援・作品支援につ

いて継続して推進し、作品とともに流山市の知名度とイメージの向上に

努めた。

 
 
 
 

２ 財 政 の 動 向
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１１　　財財政政諸諸表表

（１）令和６年度会計別決算総括表

区　分 予算現額(A) 決　算　額(B)
予 算 現 額 に 対 す る
決 算 額 の 比 較

予算現額に
対する決算
額の比率

(C)=(B)/(A）

前年度決算
額に対する
増　減　率

円 円 円 ％ ％

歳　　入 △ 5,434,570,110 △ 4.9

歳　　出 △ 4.7

差引残額 △ 9.3

歳　　入 △ 312,196,203

歳　　出

差引残額 △ 76.5

歳　　入 △ 17,726,305

歳　　出 △ 0.3

差引残額

歳　　入

歳　　出

差引残額

歳　　入 △ 98,569 △ 64.5

歳　　出 △ 68.6

差引残額 △ 31.6

歳　　入 △ 5,688,035,936 △ 3.0

歳　　出 △ 2.8

差引残額 △ 7.9

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

国　　民
健康保険

合　　　計

会　　計　　名

介護保険

一　般　会　計

土地区画
整理事業

後期高齢
者 医 療
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（
パ
ソ
コ
ン
賃
貸
借
３
０
０
台
入
替
分
）

５
３
,８

８
４
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

３
３
,５

２
２
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

車
両
借
上
事
業
（
小
型
貨
物
１
台
、
小
型
乗
用
１
台
分
）

７
,３

６
７
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

市
民
窓
口
セ
ン
タ
ー
業
務
委
託
事
業

６
６
１
,２

０
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

車
両
借
上
事
業
（
小
型
乗
用
２
台
、
小
型
貨
物
３
台
分
）

１
４
,７

８
４
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

車
両
借
上
事
業
（
軽
乗
用
Ｅ
Ｖ
６
台
分
）

２
０
,６

６
４
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額
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自
　

令
和
６

年
度

至
  
令
和
11
年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
  
令
和
７

年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
  
令
和
８

年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
  
令
和
11
年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
  
令
和
９

年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
  
令
和
11
年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
  
令
和
９

年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
  
令
和
13
年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
  
令
和
９

年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
  
令
和
９

年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
11
年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
７

年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
11
年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
11
年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
10
年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
11
年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
11
年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
11
年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
11
年
度

思
井
福
祉
会
館
指
定
管
理
者
事
業

１
３
０

,７
１
１

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

布
団
乾

燥
業
務

委
託
事
業

1回
当
た

り
3,
80
0円

に
作

業
回
数
を

乗
じ

て
得

た
額

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

固
定
資
産
（

土
地
・

家
屋

）
評
価
基
礎

調
査
業
務

委
託
事
業

３
４
,７

４
０

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

証
明

書
コ

ン
ビ

ニ
交
付
事
業

１
５
,３

７
０

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

敬
老
バ

ス
運

転
業
務

委
託
事
業

１
８
,１

８
０

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

敬
老
バ

ス
借
上
事
業

２
８
,４

６
０

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

２
５
,２

２
１

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

市
民

活
動

推
進
セ

ン
タ

ー
運

営
業
務

委
託
事
業

市
税
等
納
付
環
境

（
コ

ン
ビ

ニ
等
収
納
）

整
備
事
業

月
額
基
本

料
75
千

円
、

コ
ン
ビ

ニ
で
の
収
納
代
行
手
数
料
1件

当
た

り
75
円

に
収
納
取
扱

件
数
を

乗
じ

て
得

た
額

並
び

に
電
子
マ
ネ

ー
及
び
モ
バ

イ
ル
レ
ジ

で
の
収
納
代
行
手
数
料
1件

当
た

り
55
円

に
収
納
取
扱

件
数
を

乗
じ

て
得

た
額

の
合
計
額

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

重
層

的
支
援

体
制
整
備
委
託
事
業

９
９
,４

２
０

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

市
税
等
納
付
コ

ー
ル
セ

ン
タ

ー
事
業

８
３
,５

３
３

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

個
人
住
民

税
課
税
処
理

業
務

委
託
事
業

２
７
,０

５
８

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

事
　

　
　

　
　

　
　

　
　

項
期
　

　
　

　
間

限
　
　

度
　

　
額

福
祉
会
館
（

駒
木

台
福
祉
会
館
ほ

か
１

館
）

清
掃

業
務

委
託
事
業

７
,０

３
０

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

学
童
ク

ラ
ブ
（

西
初
石
、

西
深
井
、

新
川

小
学

校
区
）

指
定

管
理

者
事
業

９
８
１
，
８
４
１
千
円
以
内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

学
童
ク

ラ
ブ
（

流
山
北

、
流

山
小
学

校
区
）

指
定

管
理

者
事
業

４
７
７
，
６
０
８
千
円
以
内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

児
童

館
事
務

管
理

事
業

1枚
当
た

り
11
.8
9円

に
使
用

枚
数
を

乗
じ

て
得

た
額

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

十
太

夫
児
童

セ
ン
タ

ー
建

設
等
Ｐ
Ｆ

Ｉ
事
業
（

そ
の
２
）

４
，
２
４
４
千
円
以
内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

学
童
ク

ラ
ブ
（

江
戸
川

台
、

東
深
井
小
学

校
区
）

指
定

管
理

者
事
業

２
７
２
，
１
６
５
千
円
以
内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

学
童
ク

ラ
ブ
（

八
木

北
、

小
山
、

長
崎

小
学

校
区
）

指
定

管
理

者
事
業

３
１
８
，
２
２
８
千
円
以
内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

地
方

公
共

団
体

情
報

シ
ス

テ
ム
標
準
化
シ

ス
テ

ム
導

入
事
業

１
２
２

,５
６
９

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

－ 33 －



自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
11
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
11
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
11
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
12
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
14
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
14
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
９
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
清
掃
業
務
委
託
事
業

２
１
,０

４
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

３
９
,８

２
５
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

保
健
セ
ン
タ
ー
用
車
両
賃
貸
借
事
業

１
０
,３

４
９
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

生
活
保
護
基
準
改
定
等
業
務
委
託
事
業

保
健
セ
ン
タ
ー
清
掃
業
務
委
託
事
業

７
,１

９
１
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

５
,７

５
６
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

健
康
管
理
シ
ス
テ
ム
標
準
化
に
係
る
専
用
回
線
等
構
築
事
業

４
８
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

名
都
借
都
市
下
水
路
水
質
浄
化
施
設
維
持
管
理
業
務
委
託
事
業

大
気
汚
染
測
定
機
器
保
守
管
理
業
務
委
託
事
業

７
,７

７
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

２
,８

６
３
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

不
法
投
棄
パ
ト
ロ
ー
ル
及
び
撤
去
回
収
分
別
業
務
委
託
事
業

３
８
,８

８
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

期
　
　
　
　
間

限
　
　
度
　
　
額

学
童
ク
ラ
ブ
（
八
木
南
、
向
小
金
、
東
小
学
校
区
）
指
定
管
理
者
事
業

５
２
３
，
３
０
６
千
円
以
内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

学
童
ク
ラ
ブ
（
鰭
ケ
崎
、
南
流
山
小
学
校
区
）
指
定
管
理
者
事
業

５
４
０
，
８
０
２
千
円
以
内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

学
童
ク
ラ
ブ
（
お
お
た
か
の
森
小
学
校
区
）
指
定
管
理
者
事
業

妊
婦
の
た
め
の
支
援
給
付
金
事
業

生
活
保
護
世
帯
訪
問
用
車
両
賃
貸
借
事
業
（
軽
貨
物
Ｅ
Ｖ
２
台
分
）

生
活
保
護
シ
ス
テ
ム
機
器
賃
貸
借
事
業

２
９
,９

７
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

１
,４

１
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

生
活
保
護
業
務
電
子
化
事
業

３
０
８
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

３
歳
児
小
児
科
集
団
健
診
事
業

５
,３

０
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

野
々
下
水
路
水
質
浄
化
施
設
維
持
管
理
業
務
委
託
事
業

２
,５

１
２
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

生
活
保
護
就
労
支
援
相
談
業
務
委
託
事
業

１
,４

４
７
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

つ
ば
さ
学
園
園
児
送
迎
用
車
両
運
転
業
務
委
託
事
業

１
６
,９

２
８
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

４
１
８
，
６
５
２
千
円
以
内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４
,２

６
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

児
童
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
園
児
送
迎
用
車
両
運
転
業
務
委
託
事
業

事
　
　
　
　
　
　
　
　
　
項
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自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
９
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
11
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
９
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
12
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
８
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
16
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
12
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
19
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
９
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
11
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
９
年
度

み
ど
り
を
支
え
る
人
づ
く
り
事
業

１
,５

８
７
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

８
,６

１
５
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

訓
練
及
び
研
修
動
画
共
有
シ
ス
テ
ム
事
業

１
,２

０
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

流
山
市
部
活
動
支
援
業
務
委
託
事
業

２
２
,８

８
４
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

消
防
隔
日
勤
務
者
用
寝
具
借
上
事
業

３
,５

９
８
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

ち
ば
北
西
部
消
防
指
令
セ
ン
タ
ー
個
別
整
備
部
分
追
加
賃
貸
借
及
び
保
守
事
業

１
９
６
,４

５
５
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

校
外
学
習
バ
ス
運
行
業
務
委
託
事
業

図
書
シ
ス
テ
ム
機
器
賃
貸
借
及
び
保
守
事
業
（
流
山
小
学
校
ほ
か
２
６
校
）

消
防
車
両
整
備
事
業

６
１
３
,９

７
９
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

４
２
,６

４
７
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

３
１
,６

４
３
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

消
防
団
車
両
整
備
事
業

４
０
,８

１
７
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

２
７
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

ガ
ー
ド
下
排
水
施
設
等
維
持
管
理
事
業

２
,５

４
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

違
法
看
板
撤
去
業
務
委
託
事
業

６
,３

４
４
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

都
市
公
園
緑
地
ト
イ
レ
清
掃
業
務
委
託
事
業

１
５
,０

０
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

流
山
市
総
合
運
動
公
園
特
定
公
園
施
設
整
備
負
担
事
業

２
６
,１

０
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

消
防
本
部
・
中
央
消
防
署
庁
舎
清
掃
業
務
委
託
事
業

事
　
　
　
　
　
　
　
　
　
項

期
　
　
　
　
間

限
　
　
度
　
　
額

７
,５

２
４
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

観
光
案
内
所
運
営
業
務
委
託
事
業

道
路
維
持
管
理
業
務
委
託
事
業

４
７
,６

９
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

脱
水
汚
泥
・
し
渣
運
搬
業
務
委
託
事
業

白
み
り
ん
ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
指
定
管
理
者
事
業

２
１
２
,８

７
８
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

流
山
市
総
合
運
動
公
園
指
定
管
理
者
事
業

６
０
０
,５

２
８
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

３
６
,９

０
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

市
民
ギ
ャ
ラ
リ
ー
展
示
企
画
・
運
営
業
務
委
託
事
業
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自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
９
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
11
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
11
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
７
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
８
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
９
年
度

　
　
（
介
護
保
険
特
別
会
計
)

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
９
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
11
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
９
年
度

自
　
令
和
６
年
度

至
　
令
和
14
年
度

介
護
保
険
事
務
に
関
す
る
作
業
業
務
委
託
事
業

１
０
６
,８

１
２
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

事
　
　
　
　
　
　
　
　
　
項

保
険
料
納
付
環
境
（
コ
ン
ビ
ニ
収
納
等
）
整
備
事
業

月
額
基
本
料
9千

円
、
コ
ン
ビ
ニ
で
の
収
納
代
行
手
数
料
1件

当
た
り
75
円
に

収
納
取
扱
件
数
を
乗
じ
て
得
た
額
並
び
に
電
子
マ
ネ
ー
及
び
モ
バ
イ
ル
レ
ジ

で
の
収
納
代
行
手
数
料
1件

当
た
り
55
円
に
収
納
取
扱
件
数
を
乗
じ
て
得
た
額

の
合
計
額
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の

合
計
額

限
　
　
度
　
　
額

期
　
　
　
　
間

市
税
等
納
付
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
事
業

４
,４

７
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

訪
問
車
両
借
上
事
業

１
２
,２

６
９
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

学
校
給
食
環
境
整
備
事
業
（
流
山
小
学
校
ほ
か
７
校
）

８
３
４
,２

１
７
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

流
山
ス
ポ
ー
ツ
フ
ィ
ー
ル
ド
Ａ
面
人
工
芝
化
整
備
事
業

３
７
７
,２

７
３
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

学
校
給
食
配
送
業
務
委
託
事
業
（
そ
の
２
）

１
３
,０

６
８
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

限
　
　
度
　
　
額

サ
ロ
ン
コ
ン
サ
ー
ト
企
画
運
営
業
務
委
託
事
業

３
,６

７
８
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

お
お
た
か
の
森
セ
ン
タ
ー
指
定
管
理
者
事
業

１
１
６
,６

９
７
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

お
お
た
か
の
森
子
ど
も
図
書
館
指
定
管
理
者
事
業

６
７
,６

８
７
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

文
化
会
館
清
掃
業
務
委
託
事
業

１
２
,１

３
５
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

中
央
図
書
館
・
博
物
館
清
掃
業
務
及
び
環
境
衛
生
業
務
委
託
事
業

９
,１

５
８
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

流
山
市
立
中
央
図
書
館
分
館
業
務
委
託
事
業

３
２
,０

４
０
千
円
以
内
と
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
合
計
額

事
　
　
　
　
　
　
　
　
　
項

期
　
　
　
　
間

－ 36 －



　
　
（

国
民

健
康
保
険

特
別
会
計
)

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
11
年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
９

年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
11
年
度

　
　
（

後
期
高
齢
者
医
療
特

別
会
計
)

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
11
年
度

自
　

令
和
６

年
度

至
　

令
和
９

年
度

保
険

料
納
付
環
境

（
コ

ン
ビ

ニ
収
納
等
）

整
備
事
業

月
額
基
本

料
9千

円
、

コ
ン
ビ

ニ
で

の
収
納
代
行
手
数
料
1件

当
た

り
75
円

に
収
納
取
扱

件
数
を

乗
じ

て
得

た
額

並
び

に
電
子
マ
ネ

ー
及
び
モ
バ

イ
ル
レ
ジ

で
の
収
納
代
行
手
数
料
1件

当
た

り
55
円

に
収
納
取
扱

件
数
を

乗
じ

て
得

た
額

の
合
計
額

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
の

合
計
額

市
税
等
納
付
コ

ー
ル
セ

ン
タ

ー
事
業

１
,９

８
８

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

事
　

　
　

　
　

　
　

　
　

項
期
　

　
　

　
間

限
　
　

度
　

　
額

保
険

料
納
付
環
境

（
コ

ン
ビ

ニ
収
納
等
）

整
備
事
業

月
額
基
本

料
9千

円
、

コ
ン
ビ

ニ
で

の
収
納
代
行
手
数
料
1件

当
た

り
75
円

に
収
納
取
扱

件
数
を

乗
じ

て
得

た
額

並
び

に
電
子
マ
ネ

ー
及
び
モ
バ

イ
ル
レ
ジ

で
の
収
納
代
行
手
数
料
1件

当
た

り
55
円

に
収
納
取
扱

件
数
を

乗
じ

て
得

た
額

の
合
計
額

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

地
方

公
共

団
体

情
報

標
準
化
シ

ス
テ

ム
導

入
事
業

８
,５

４
０

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

事
　

　
　

　
　

　
　

　
　

項
期
　

　
　

　
間

限
　
　

度
　

　
額

市
税
等
納
付
コ

ー
ル
セ

ン
タ

ー
事
業

２
０
,３

４
２

千
円

以
内

と
消
費
税
及
び

地
方

消
費
税
の

合
計
額

－ 37 －



　
　

（
一

般
会

計
)

　
イ

　
目

的
別

現
在
高

令
和

５
年

度
末

設
定

済
額

に
差
　
　
　
引

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

６
年

度
末

債
務

負
担

行
為

対
す

る
増

減
額

債
務

負
担

行
為

設
定

債
務

負
担

債
務

負
担

行
為

未
払

残
高

(Ａ
)+

(Ｂ
)

設
定

額
行

為
分

の
支

出
額

未
払

残
高

(Ａ
)

(Ｂ
)

(Ｃ
)

(Ｄ
)

(Ｅ
)

(Ｃ
)+

(Ｄ
)-

(Ｅ
)

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

△
 3

77
,3

66

土
地
の
購
入
に
係
る
も
の

△
 2

58
,6

35

建
築
物
の
購
入
に
係
る
も
の

△
 8

4,
23

3

そ
の
他
物
件
の
購
入
に
係
る
も
の

製
造
、
工
事
の
請
負
に
係
る
も
の

△
 3

4,
49

8

△
 5

,5
90

,3
25

△
 5

,9
67

,6
91

・
流
山
市
土
地
開
発
公
社
が
金
融
機
関
か
ら
事
業
資
金
を
借
り
受
け
た
も
の
に
対
す
る
債
務
保
証

・
千
葉
県
信
用
保
証
協
会
が
中
小
企
業
預
託
融
資
に
お
い
て
代
位
弁
済
し
た
額
の
２
割
以
内
に
相
当
す
る
額
に
対
す
る
損
失
補
償

　

１
　
物
件
の
購
入
に
係
る
も
の
  

Ａ

Ａ の 内 訳 ２
　
そ
の
他
（
負
担
金
等
）

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

３
　
債
務
保
証
又
は
損
失
補
償
に
係
る
も
の

－ 38 －



　
　

（
介

護
保

険
特
別
会
計
)

令
和

５
年

度
末

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

６
年

度
末

債
務

負
担

行
為

債
務

負
担

行
為

設
定

債
務

負
担

債
務

負
担

行
為

未
払

残
高

設
定

額
行

為
分

の
支

出
額

未
払

残
高

（
Ａ
）

（
Ｂ
）

（
Ｃ
）

（
Ｄ
）

（
Ｅ
）

(Ｃ
)＋

(Ｄ
)－

(Ｅ
)

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

　
土
地
の
購
入
に
係
る
も
の

　
建
築
物
の
購
入
に
係
る
も
の

　
そ
の
他
物
件
の
購
入
に
係
る
も
の

　
製
造
・
工
事
の
請
負
に
係
る
も
の

△
 5
6,
51
3

△
 5
6,
51
3

区
　
　
　
　
　
　
　
　
分

設
定

済
額

に
対

す
る

増
減

額
差
　
　
　
　
引

（
Ａ
）
＋
（
Ｂ
）

１
 物

件
の
購
入
に
係
る
も
の
  
Ａ

Ａ の 内 訳 ２
 そ

の
他
　
(負

担
金
等
)

合
　
　
　
　
　
　
　
　
計

３
 債

務
保
証
又
は
損
失
補
償
に
係
る
も
の

－ 39 －



　
　

（
国

民
健

康
保
険
特
別
会
計
)

令
和

５
年

度
末

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

６
年

度
末

債
務

負
担

行
為

債
務

負
担

行
為

設
定

債
務

負
担

債
務

負
担

行
為

未
払

残
高

設
定

額
行

為
分

の
支

出
額

未
払

残
高

（
Ａ
）

（
Ｂ
）

（
Ｃ
）

（
Ｄ
）

（
Ｅ
）

(Ｃ
)＋

(Ｄ
)－

(Ｅ
)

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

　
土
地
の
購
入
に
係
る
も
の

　
建
築
物
の
購
入
に
係
る
も
の

　
そ
の
他
物
件
の
購
入
に
係
る
も
の

　
製
造
・
工
事
の
請
負
に
係
る
も
の

△
 3

7,
80
4

△
 3

7,
80
4

合
　
　
　
　
　
　
　
　
計

３
 債

務
保
証
又
は
損
失
補
償
に
係
る
も
の

区
　
　
　
　
　
　
　
　
分

設
定

済
額

に
対

す
る

増
減

額
差
　
　
　
　
引

（
Ａ
）
＋
（
Ｂ
）

１
 物

件
の
購
入
に
係
る
も
の
  

Ａ

Ａ の 内 訳 ２
 そ

の
他
　
(負

担
金
等
)

－ 40 －



　
　

（
後

期
高

齢
者
医
療
特
別
会
計
)

令
和

５
年

度
末

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

６
年

度
末

債
務

負
担

行
為

債
務

負
担

行
為

設
定

債
務

負
担

債
務

負
担

行
為

未
払

残
高

設
定

額
行

為
分

の
支

出
額

未
払

残
高

（
Ａ
）

（
Ｂ
）

（
Ｃ
）

（
Ｄ
）

（
Ｅ
）

(Ｃ
)＋

(Ｄ
)－

(Ｅ
)

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

　
土
地
の

購
入
に

係
る

も
の

　
建
築
物
の

購
入
に

係
る

も
の

　
そ
の

他
物
件

の
購
入
に

係
る

も
の

　
製
造

・
工
事
の

請
負
に

係
る

も
の

△
 1
1,
52
1

△
 1
1,
52
1

２
 そ

の
他

　
(負

担
金
等
)

区
　

　
　

　
　

　
　

　
分

設
定

済
額

に
対

す
る

増
減

額
差
　
　
　
　
引

（
Ａ
）
＋
（
Ｂ
）

１
 物

件
の
購
入
に

係
る

も
の

  
Ａ

Ａ の 内 訳

合
　

　
　

　
　

　
　

　
計

３
 債

務
保
証
又

は
損

失
補
償
に

係
る

も
の

－ 41 －



（
４

）
地

方
債

の
状
況

　
　

ア
　

一
般

会
計

　
　

（
ア

）
令

和
６
年
度
起
債

目
　
　
　
　
　
　
　
的

借
　
　
入
　
　
先

円
円

商
工
債
（
流
山
本
町
地
区
ツ
ー
リ
ズ
ム
環
境
整
備
事
業
債
)

都
市
計
画
債
（
新
た
な
賑
わ
い
空
間
創
出
事
業
債
)

都
市
計
画
債
（
安
心
安
全
な
公
園
づ
く
り
事
業
債
)

都
市
計
画
債
（
江
戸
川
台
駅
東
口
周
辺
地
区
再
整
備
事
業
債
)

都
市
計
画
債
（
良
質
な
み
ど
り
の
拠
点
保
全
事
業
債
)

都
市
計
画
債
（
市
野
谷
の
森
環
境
保
全
事
業
債
)

都
市
計
画
債
（
初
石
駅
施
設
整
備
事
業
債
)
（
令
和
５
年
度
繰
越
分
）

都
市
計
画
債
（
江
戸
川
台
駅
東
口
周
辺
地
区
再
整
備
事
業
債
)
（
令
和
５
年
度
繰
越
分
）

都
市
計
画
債
（
流
山
お
お
た
か
の
森
駅
周
辺
ま
ち
な
み
づ
く
り
事
業
債
)
（
令
和
５
年
度
繰
越
分
）

都
市
計
画
債
（
安
心
安
全
な
公
園
づ
く
り
事
業
債
)
（
令
和
５
年
度
繰
越
分
）

河
川
債
（
雨
水
排
水
施
設
整
備
事
業
債
)

消
防
債
（
防
災
施
設
整
備
事
業
債
)

消
防
債
（
防
災
施
設
整
備
事
業
債
)
（
令
和
５
年
度
繰
越
分
）

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
名
都
借
跨
線
橋
道
路
拡
幅
改
良
事
業
債
)

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
道
路
維
持
補
修
事
業
債
)

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
橋
り
ょ
う
補
修
事
業
債
)

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
区
画
道
路
改
良
事
業
債
)

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
交
差
点
改
良
事
業
債
)
（
令
和
５
年
度
繰
越
分
）

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
橋
り
ょ
う
補
修
事
業
債
)
（
令
和
５
年
度
繰
越
分
）

内
訳

借
　
入
　
額

財
政

融
資

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

公
共

事
業

等

－ 42 －



目
　
　
　
　
　
　
　
的

借
　
　
入
　
　
先

円
円

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
東
小
学
校
前
通
学
路
道
路
拡
幅
整
備
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
名
都
借
跨
線
橋
道
路
拡
幅
改
良
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
区
画
道
路
改
良
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）

都
市
計
画
債
（
都
市
計
画
道
路
３
・
２
・
２
５
号
下
花
輪
駒
木
線
道
路
改
良
事
業
債
)

都
市
計
画
債
（
都
市
計
画
道
路
３
・
４
・
８
号
美
田
駒
木
線
道
路
改
良
事
業
債
)

都
市
計
画
債
（
運
動
公
園
周
辺
地
区
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
負
担
事
業
債
)

都
市
計
画
債
（
都
市
計
画
道
路
３
・
４
・
１
９
号
大
畔
美
田
線
道
路
改
良
事
業
債
)

都
市
計
画
債
（
都
市
計
画
道
路
３
・
４
・
９
号
南
流
山
名
都
借
線
道
路
改
良
事
業
債
)

都
市
計
画
債
（
都
市
計
画
道
路
３
・
４
・
８
号
美
田
駒
木
線
道
路
改
良
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）

都
市
計
画
債
（
都
市
計
画
道
路
３
・
４
・
１
９
号
大
畔
美
田
線
道
路
改
良
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越

分
）

都
市
計
画
債
（
都
市
計
画
道
路
３
・
４
・
９
号
南
流
山
名
都
借
線
道
路
改
良
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越

分
）

都
市
計
画
債
（
都
市
計
画
道
路
３
・
２
・
２
５
号
下
花
輪
駒
木
線
道
路
改
良
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越

分
）

千
葉

銀
行

都
市
計
画
債
（
初
石
駅
施
設
整
備
事
業
債
)（

令
和
４
年
度
繰
越
分
）

小
学
校
債
（
小
学
校
校
舎
等
改
修
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）
（
補
正
予
算
分
）

小
学
校
債
（
新
設
小
学
校
（
南
流
山
地
区
）
改
修
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）
（
補
正
予
算
分
）

公
営

住
宅

建
設

事
業

財
政

融
資

資
金

住
宅
債
（
市
営
住
宅
整
備
事
業
債
)

小
学
校
債
（
小
学
校
校
舎
等
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）
（
補
正
予
算
分
）

小
学
校
債
（
小
学
校
設
備
改
修
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）
（
補
正
予
算
分
）

小
学
校
債
（
小
学
校
校
舎
等
改
修
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）
（
補
正
予
算
分
）

中
学
校
債
（
南
流
山
中
学
校
移
転
先
用
地
・
建
物
買
取
事
業
債
)

中
学
校
債
（
中
学
校
校
舎
等
改
修
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）
（
補
正
予
算
分
）

内
訳

財
政

融
資

資
金

借
　
入
　
額

防
災

・
減

災
・

国
土

強
靭

化
緊

急
対

策
事

業

学
校

教
育

施
設

等
整

備
事

業
財

政
融

資
資

金

－ 43 －
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目
　
　
　
　
　
　
　
的

借
　
　
入
　
　
先

円
円

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
道
路
維
持
補
修
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
名
都
借
跨
線
橋
道
路
拡
幅
改
良
事
業
債
)（

令
和
３
年
度
繰
越
分
）

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
区
画
道
路
改
良
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）

都
市
計
画
債
（
都
市
計
画
道
路
３
・
２
・
２
５
号
下
花
輪
駒
木
線
道
路
改
良
事
業
債
)

都
市
計
画
債
（
都
市
計
画
道
路
３
・
２
・
２
５
号
下
花
輪
駒
木
線
道
路
改
良
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越

分
）

東
京

ベ
イ

信
用

金
庫

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
道
路
維
持
補
修
事
業
債
)

社
会
福
祉
債
（
福
祉
会
館
整
備
事
業
債
)

消
防
債
（
災
害
時
情
報
伝
達
手
段
整
備
事
業
債
)

消
防
債
（
中
央
消
防
署
移
転
事
業
債
)

消
防
債
（
災
害
時
情
報
伝
達
手
段
整
備
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）

消
防
債
（
中
央
消
防
署
移
転
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）

社
会
教
育
債
（
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
整
備
充
実
事
業
債
)

社
会
教
育
債
（
体
育
施
設
改
修
・
整
備
事
業
債
)

社
会
福
祉
債
（
福
祉
会
館
整
備
事
業
債
)

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
道
路
維
持
補
修
事
業
債
)

道
路
橋
り
ょ
う
債
（
道
路
維
持
補
修
事
業
債
)（

令
和
５
年
度
繰
越
分
）

社
会
教
育
債
（
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
整
備
充
実
事
業
債
)

社
会
教
育
債
（
初
石
公
民
館
施
設
整
備
改
修
事
業
債
)

社
会
教
育
債
（
南
流
山
セ
ン
タ
ー
施
設
整
備
改
修
事
業
債
)

社
会
教
育
債
（
北
部
公
民
館
施
設
整
備
改
修
事
業
債
)

社
会
教
育
債
（
東
部
公
民
館
施
設
整
備
改
修
事
業
債
)

借
　
入
　
額

公
共

施
設

等
適

正
管

理
推

進
事

業
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構

内
訳

緊
急

防
災

・
減

災
事

業
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構

－ 45 －



目
　
　
　
　
　
　
　
的

借
　
　
入
　
　
先

円
円

社
会
教
育
債
（
地
域
図
書
館
改
修
事
業
債
)

緊
急

浚
渫

事
業

千
葉

県
市

町
村

振
興

協
会

河
川
債
（
水
路
等
浚
渫
事
業
債
)

臨
時

財
政

対
策

財
政

融
資

資
金

臨
時
財
政
対
策
債

都
市
計
画
債
（
運
動
公
園
周
辺
地
区
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
負
担
事
業
債
)

都
市
計
画
債
（
木
地
区
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
負
担
事
業
債
)

消
防
債
（
中
央
消
防
署
移
転
事
業
債
)

合
計

都
道

府
県

貸
付

金
千

葉
県

内
訳

借
　
入
　
額

－ 46 －



　
　

（
イ

）
目

的
別
現
在
高

令
和

５
年

度
末

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

末

現
在

高
発

行
額

現
在

高

１

総
務

債

民
生

債

衛
生

債

商
工

債

土
木

債

公
営

住
宅

債

消
防

債

教
育

債

２

住
民

税
等

減
税

補
て

ん
債

減
収

補
て

ん
債

臨
時

財
政

対
策

債

※
令
和
５
年
度
末
現
在
高
＋
令
和
６
年
度
発
行
額
－

令
和
６
年
度
元
金
償
還
金
＝
令
和
６
年
度
末
現
在
高

円
円

令
和

６
年

度
元

利
償

還
金

計

区
分

元
金

利
子

合
計

円
円

普
通

債

円

そ
の

他
債

円

－ 47 －



　
　

（
ウ

）
借

入
先
別
及
び
利
率
別
現
在
高

令
和

６
年

度
末

現
在

高
1．

5%
以
下

2．
0%
以
下

2．
5%
以
下

3．
0%
以
下

3．
5%
以
下

4．
0%
以
下

4．
5%
以
下

5．
0%
以
下

5．
5%
以
下

6．
0%
以
下

6．
5%
以
下

7．
0%
以
下

7．
0%
超

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

財
政

投
融

資

資
金

郵
貯

資
金

簡
保

資
金

※
「
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
」
に
つ
い
て
は
、
平
成
２
１
年
６
月
１
日
付
け
で
「
地
方
公
営
企
業
等
金
融
機
構
」
か
ら
名
称
変
更
。

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

合
計

政
府

資
金

市
中

銀
行

そ
の

他

左
の

利
率

別
内

訳

区
分

－ 48 －



　
　

（
５

）
歳

計
現
金
及
び
歳
入
歳
出
外
現
金

出
納

状
況

差
　
引
　
額

収
　
入
　
済
　
額

支
　
出
　
済
　
額

差
　
 
引

　
 
額

収
　
入
　
済
　
額

支
　
出
　
済
　
額

差
　
 
引

　
 
額

（
合
　
　
計
）

円
円

円
円

円
円

円
円

円

△
 2
67
,9

17
,6
13

△
 1
86
,6

26
,7
07

△
 2
,5
51

,3
43
,6

81
△

 3
9,
56

4,
45
1

△
 2
,5
90

,9
08
,1

32

△
 1
5,
92

3,
48
5

△
 2
,3
93

,5
78
,6

98
△

 8
,0
37

,0
64

△
 2
,4
01

,6
15
,7

62

△
 1
,9
91

,1
80

△
 2
,1
21

,8
82
,6

12
△

 2
,1
15

,1
64
,7

79

△
 2
,2
78

,8
56
,5

47
△

 6
2,
47

6,
25
9

△
 2
,3
41

,3
32
,8

06

△
 1
,6
24

,6
70
,5

98
△

 2
1,
90

6,
50
7

△
 1
,6
46

,5
77
,1

05

4
･
5

△
 4
,1
81

,2
96
,9

02
△

 9
77
,0

68
,2
26

△
 9
77
,0

68
,2
26

△
 5
,1
58

,3
65
,1

28

計

円 円 円 円 円 円 円

月 別

歳
　
　

　
 
計

　
　

　
 
現

　
　

　
 
金

歳
　
入
　
歳
　
出
　
外
　
現
　
金

月
　
末
　
残
　
高

一
時

借
入

金
又

は
基

金
繰

替
運

用
月

末
残

高

 
 
 
 
 
 
 
 
○
歳
入
歳
出
外
現
金
歳
入
歳
出
差
引
額
 

一
般

会
計

 
 
 
 
 
 
 
 
○
歳
計
現
金
歳
入
歳
出
差
引
額
各
会
計
別
内
訳

介
護

保
険

特
別

会
計

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

土
地

区
画

整
理

事
業

特
別

会
計

合
　
　
　
　
　
　
　
計

後
期

高
齢

者
医

療
特

別
会

計

－ 49 －



（
６

）
令

和
６

年
度
翌
年
度
繰
越
の
状
況

　
　

ア
　

継
続

費
逓
次
繰
越

　
 　

（
一

般
会
計
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円

衛
生
費

清
掃
費

一
般
廃
棄
物
処
理
基
本
計
画
策
定
事
業

廃
棄
物
処
理
施
設
延
命
化
事
業

（
ご
み
焼
却
施
設
基
幹
的
設
備
改
良
工
事
・

設
計
施
工
監
理
業
務
委
託
）

土
木
費

土
木
管
理
費

建
築
確
認
台
帳
シ
ス
テ
ム
構
築
事
業

道
路
橋
り
ょ
う

費
名
都
借
跨
線
橋
道
路
拡
幅
改
良
事
業

都
市
計
画
費

都
市
計
画
見
直
し
事
業
(区

域
区
分
等
)

初
石
駅
施
設
整
備
事
業

消
防
費

消
防
費

中
央
消
防
署
移
転
事
業
(建

設
工
事
)

中
央
消
防
署
移
転
事
業
(工

事
監
理
業
務
委

託
)

教
育
費

小
学
校
費

お
お
ぐ
ろ
の
森
小
学
校
校
舎
増
築
事
業

事
業

名
前

年
度

逓
次

繰
越

額
予

算
計

上
額

合
　
　
　
　
　
　
計

款
項

令
和

６
年

度
継

続
費

予
算

現
額

翌
年

度
逓

次
繰

越
額

支
出
済
額
及
び
支
出
見

込
額

継
続

費
の

総
額

繰
越

金
特

定
財

源
計

残
額

左
の

財
源

内
訳

国
庫

支
出

金

国
県

支
出

金
負

担
金
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イ
　

繰
越

明
許
費
繰
越

　
 　

（
一

般
会
計
）

国
県

支
出

金
そ

の
他

円
円

円
円

円
円

民
生
費

社
会
福

祉
費

物
価
高
騰
支
援
事
業
（
社
会
福
祉
課
　
追
加
支
給

分
）

福
祉
会
館
整
備
事
業

児
童
福

祉
費

私
立
保
育
所
整
備
補
助
事
業

衛
生
費

保
健
衛

生
費

出
産
・
子
育
て
応
援
給
付
金
事
業
（
健
康
増
進
課
）

物
価
高
騰
支
援
事
業
（
環
境
政
策
課
）

土
木
費

道
路
橋

り
ょ
う

費
道
路
維
持
補
修
事
業

名
都
借
跨
線
橋
道
路
拡
幅
改
良
事
業

道
路
緑
化
事
業

区
画
道
路
改
良
事
業

河
川
費

利
根
運
河
エ
コ
パ
ー
ク
関
連
事
業

雨
水
排
水
施
設
整
備
事
業

款
項

事
業

名
翌

年
度

繰
越

額
金

額
既

収
入

特
定

財
源

一
般

財
源

左
の

財
源

内
訳

未
収

入
特

定
財

源

国
庫

支
出

金

国
庫

支
出

金
市

債

市
債

国
庫
支
出

金

市
債

市
債

市
債

国
庫
支
出

金

国
庫

支
出

金
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国
県

支
出

金
そ

の
他

土
木
費

都
市
計

画
費

初
石
駅
施
設
整
備
事
業

江
戸
川
台
駅
東
口
周
辺
地
区
再
整
備
事
業

流
山
お
お
た
か
の
森
駅
周
辺
ま
ち
な
み
づ
く
り
事
業

運
動
公
園
周
辺
地
区
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
負

担
事
業

都
市
計
画
道
路
３
・
４
・
９
号
南
流
山
名
都
借
線
道

路
改
良
事
業

都
市
計
画
道
路
３
・
４
・
１
９
号
大
畔
美
田
線
道
路

改
良
事
業

都
市
計
画
道
路
３
・
２
・
２
５
号
下
花
輪
駒
木
線
道

路
改
良
事
業

市
野
谷
の
森
環
境
保
全
事
業

良
質
な
み
ど
り
の
拠
点
保
全
事
業

安
心
安
全
な
公
園
づ
く
り
事
業

消
防
費

消
防
費

防
火
水
槽
整
備
事
業

消
防
指
令
業
務
運
用
事
業

中
央
消
防
署
移
転
事
業

教
育
費

教
育
総

務
費

Ｉ
Ｃ
Ｔ
学
習
空
間
整
備
事
業
（
国
の
追
加
補
正
分
）

款
項

事
業

名
金

額
翌

年
度

繰
越

額

左
の

財
源

内
訳

既
収

入
特

定
財

源

未
収

入
特

定
財

源

一
般

財
源

市
債

市
債

国
庫
支
出

金
市
債

市
債

市
債

市
債

国
庫
支
出

金

市
債

国
庫
支
出

金

市
債

市
債

国
庫
支
出

金

負
担
金
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国
県

支
出

金
そ

の
他

教
育
費

小
学
校

費
小
学
校
校
舎
等
改
修
事
業
（
国
の
追
加
補
正
分
）

小
学
校
設
備
改
修
事
業
（
国
の
追
加
補
正
分
）

小
学
校
校
舎
等
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
事
業
（
国
の
追
加
補

正
分
）

お
お
ぐ
ろ
の
森
小
学
校
校
舎
増
築
事
業
（
国
の
追
加

補
正
分
）

中
学
校

費
中
学
校
校
舎
等
改
修
事
業
(国

の
追
加
補
正
分
)

中
学
校
設
備
改
修
事
業
（
国
の
追
加
補
正
分
）

常
盤
松
中
学
校
校
舎
増
築
事
業
（
国
の
追
加
補
正

分
）

社
会
教

育
費

南
流
山
セ
ン
タ
ー
施
設
整
備
改
修
事
業

保
健
体

育
費

体
育
施
設
改
修
・
整
備
事
業
（
国
の
追
加
補
正
分
）

既
収

入
特

定
財

源

未
収

入
特

定
財

源

一
般

財
源

合
　
　
　
計

款
項

事
業

名
金

額
翌

年
度

繰
越

額

左
の

財
源

内
訳

市
債

市
債

国
庫

支
出

金

国
庫
支
出

金

市
債

国
庫
支
出

金

市
債

市
債

国
庫
支
出

金

市
債

国
庫
支
出

金

国
庫
支
出

金
市
債

国
庫
支
出

金

国
庫
支
出

金

市
債

市
債
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ウ
　

事
故

繰
越
し

　
　

　
（

一
般

会
計
）

国
県

支
出

金
そ

の
他

円
円

円
円

円
円

円
円

円

衛
生
費

保
健
衛
生

費
保
健
セ
ン
タ
ー
施
設
整
備
事
業

本
事
業
は
、
保
健
セ
ン
タ
ー
の
高
圧
ケ
ー
ブ
ル
更
新
工
事
を
行
う
も
の

で
あ
る
が
、
高
圧

ケ
ー
ブ
ル
の
入
荷
に
時
間
を
要
す
る
こ
と
か
ら
工
事

の
着
工
に
遅
れ
が
生
じ
、
年
度
内
の
事
業
完
了
が
困
難
と
な
っ
た
。

事
業
の
完
了
は
、
令
和
７
年
７
月
３
１
日
の
予
定
で
あ
る
。

土
木
費

都
市
計
画

費
都
市
計
画
見
直
し
事
業

本
事
業
は
、
流
山
都
市
計
画
事
業
運
動
公
園
周
辺
地
区
一
体
型
特
定
土

地
区
画
整
理
事
業
の
施
行
区
域
に
お
け
る
都
市
計
画
の
見
直
し
を
行
う

事
業
で
あ
る
が
、
土
地
利
用
計
画
の
見
直
し
に
係
る
、
土
地
区
画
整
理

事
業
の
事
業
計
画
変
更
時
期
が
令
和
７
年
度
以
降
に
変
更
さ
れ
た
こ
と

か
ら
、
年
度
内
の
事
業
完
了
が
困
難
と
な
っ
た
。

事
業
の
完
了
は
、
令
和
８
年
３
月
３
１
日
の
予
定
で
あ
る
。

初
石
駅
施
設
整
備
事
業

本
事
業
は
、
初
石
駅
東
口
駅
前
広
場
の
整
備
を
行
う
も
の
で
あ
り
、
東

武
鉄
道
株
式
会
社
に
施
行
を
委
託
し
て
い
る
自
由
通
路
及
び
橋
上
駅
舎

整
備
工
事
の
進
捗
に
遅
れ
が
生
じ
、
当
該
工
事
の
施
工
ヤ
ー
ド
と
し
て

使
用
さ
れ
て
い
る
範
囲
に
お
い
て
本
事
業
の
工
事
の
着
手
が
出
来
な
く

な
っ
た
こ
と
か
ら
、
年
度
内
の
事
業
完
了
が
困
難
と
な
っ
た
。

事
業
の
完
了
は
、
令
和
８
年
１
月
３
０
日
の
予
定
で
あ
る
。

消
防
費

消
防
費

本
部
・
署
庁
舎
管
理
事
業

本
事
業
は
、
流
山
市
常
備
消
防
発
足
６
０
周
年
を
記
念
し
て
記
念
誌
を

発
行
す
る
も
の
で
あ
り
、
中
央
消
防
署
移
転
事
業
に
関
す
る
情
報
を
掲

載
す
る
予
定
で
あ
っ
た
が
、
建
設
工
事
の
工
期
延
長
に
よ
り
年
度
内
に

事
業
を
完
了
す
る
こ
と
が
困
難
と
な
っ
た
。

事
業
の
完
了
は
、
令
和
７
年
９
月
３
０
日
の
予
定
で
あ
る
。

消
防
指
令
業
務
運
用
事
業

本
事
業
は
、
消
防
庁
舎
移
転
に
伴
う
無
線
免
許
状
の
変
更
、
無
線
機
転

載
作
業
及
び
関
係
備
品
の
購
入
を
行
う
も
の
で
あ
る
が
、
移
転
先
で
あ

る
中
央
消
防
署
庁
舎
建
設
工
事
に
遅
れ
が
生
じ
て
お
り
、
移
転
後
に
予

定
し
て
い
た
当
該
業
務
の
年
度
内
完
了
が
困
難
と
な
っ
た
。

事
業
の
完
了
は
、
令
和
７
年
７
月
３
１
日
の
予
定
で
あ
る
。

合
　
　
　
　
　
　
計

説
明

支
出
負
担

行
為

予
定

額
翌

年
度

繰
越

額
項

款
支

出
済

額
支

出
未

済
額

左
の

財
源

内
訳

左
の

内
訳

支
出

負
担

行
為

額
事

業
名

未
収

入
特

定
財

源
既

収
入

特
定

財
源

一
般

財
源
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（
７

）
ア

　
基

金
の
状
況

令
和
５
年
度
末
現
在
高

令
和
６
年
度
中
増
減
高

令
和
６
年
度
末
現
在
高

円
円

円

△
 
5
7
,
7
4
3
,
0
0
0

△
 
9
8
,
2
2
6

△
 
2
3
,
3
6
7
,
6
2
0

△
 
2
5
4
,
9
8
3
,
4
1
0

△
 
2
0
6
,
6
2
6
,
6
2
4

△
 
3
9
,
1
2
8
,
3
8
7

不
　
　
動
　
　
産

△
 
2
,
8
6
0
,
8
9
8

現
　
　
　
　
　
金

△
 
2
6
9
,
6
8
6
,
3
2
9

△
 
5
2
9
,
6
1
5
,
0
0
0

△
 
5
2
9
,
6
1
5
,
0
0
0

△
 
5
7
,
4
3
1
,
7
1
1

△
 
5
7
,
4
3
1
,
7
1
1

△
 
8
5
6
,
7
3
3
,
0
4
0

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

健
康

福
祉

基
金

小
　
　
　
　
　
　
　
計

介
護

保
険

介
護

給
付

費
準

備
基

金

教
育

、
文

化
及

び
ス

ポ
ー

ツ
振

興
基

金

消
防

施
設

及
び

消
防

装
備

整
備

基
金

市
民

福
祉

活
動

事
業

運
営

資
金

貸
付

基
金

国
民

健
康

保
険

高
額

療
養

費
資

金
貸

付
基

金

国
民

健
康

保
険

出
産

費
資

金
貸

付
基

金

国
民

健
康

保
険

財
政

調
整

積
立

基
金

小
　
　
　
　
　
　
　
計

内
　
　
　
訳

廃
棄

物
処

理
施

設
整

備
等

基
金

土
地

開
発

基
金

初
石

駅
施

設
整

備
基

金

区
　
　
　
　
　
　
　
　
　
分

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

介
護

保
険

特
別

会
計

一
般

会
計

減
債

基
金

災
害

救
助

基
金

常
磐

自
動

車
道

環
境

監
視

施
設

管
理

基
金

国
際

交
流

基
金

ふ
る

さ
と

緑
の

基
金

ふ
る

さ
と

２
１

ま
ち

づ
く

り
基

金

小
　
　
　
　
　
　
　
計

財
政

調
整

積
立

基
金

育
英

資
金

給
付

基
金

森
林

環
境

基
金

白
み

り
ん

ミ
ュ

ー
ジ

ア
ム

基
金
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イ
　

土
地

開
発
基
金
の
運
用
状
況

面
積

価
格

面
積

価
格

面
積

価
格

面
積

価
格

㎡
円

円
㎡

円
㎡

円
㎡

円
円

円
円

宅
　
地

そ
の
他

の
土
地

面
　
　
積

価
　
　
格

㎡
円

円

宅
　
地

そ
の
他

の
土
地

区
　
　
分

令
 和

 ５
 年

 度
 末

 現
 在

 高
令
　
　
和
　
　
６
　
　
年
　
　
度
　
　
中
　
　
の
　
　
運
　
　
用
　
　
状
　
　
況

不
　
　
動
　
　
産

現
　
金

不
　
　
　
　
　
　
動
　
　
　
　
　
　
産

現
　
　
　
　
　
金

増
減

増
　
減
　
額

増
減

増
減
額

△
 1

,3
33

.2
2

△
 6
7,
86
0,
89
8.
00

家
　
屋

△
 2

,8
60

,8
98

現
　
金

不 　 　 　 動 　 　 　 産

田 畑

区
　
　
分

令
　
 和

　
 ６

　
 年

　
 度

　
 末

　
 現

　
 在

　
 高

不
　
　
動
　
　
産

現
　
　
金

合
　
　
　
　
　
計

合
　
計

△
 1

,0
63

.3
2

不 　 　 　 動 　 　 　 産

田
円

畑

合
　
計

家
　
屋

現
　
金
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（８）歳出決算性質別経費分析（款別）

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費
農 林
水 産 業 費

千円 千円 千円 千円 千円 千円

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

投 資 的 経 費

公 債 費

積 立 金

投 資 及 び
出 資 金 貸 付 金

繰 出 金

合 計

区 分

人 件 費
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商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費
災 害
復 旧 費

公 債 費 諸 支 出 金 合 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
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（９）職員人件費等の決算状況

予 算 現 額 決　算　額 予 算 現 額 決　算　額 予 算 現 額 決　算　額

人 人 人 円 円 円 円 円 円

労 働 費

小　　　計

※一般職の職員数は、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員（短時間勤務）６４人を含む

※職員数は令和７年３月分支給時の人数

※民生費の会計年度任用職員数は、フルタイム３４人を含む

区
　
分

款

　　　　　　　職　　　　　　　員　　　　　　　人　　　　　　　件　　　　　　　費職　員　数

特

別

職

一

般

職

給　　　　　　料 職　員　手　当　等 共　　済　　費

特
　
別
　
会
　
計

一
　
　
般
　
　
会
　
　
計

任

用

職

員

会

計

年

度

議 会 費

総 務 費

合　　　計

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

小　　計

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

介 護 保 険

後期高 齢者 医療

国 民 健 康 保 険
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予 算 現 額 決　算　額

円 円 円 円 円 円 円

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

特 殊 勤 務 手 当

時 間 外 勤 務 手 当

休 日 勤 務 手 当

夜 間 勤 務 手 当

管 理 職 手 当

期 末 勤 勉 手 当

児 童 手 当

管理職員特別勤務手当

単 身 赴 任 手 当

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

特 殊 勤 務 手 当

時 間 外 勤 務 手 当

休 日 勤 務 手 当

管 理 職 手 当

期 末 勤 勉 手 当

児 童 手 当

職　員　人　件　費 報　　　　　酬 合　　　　　計

職 員 手 当 等 の 内 訳計
予 算 現 額 決　算　額 予 算 現 額 決　算　額
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（１０）過去５年間の決算額推移（歳入款別）

決　算　額 構成比 増減率 決　算　額 構成比 増減率

円 ％ ％ 円 ％ ％

△ 36.5

△ 65.5

△ 56.1

△ 2.3

△ 13.2

△ 4.5

皆増

△ 51.7

△ 16.0

△ 3.3

△ 37.4

△ 14.8

△ 5.4

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

小　　　　　　　計

小　　　　　　　計

令和２年度

分 担 金 及 び 負 担 金

区　　　　　　　分
令和３年度

自
　
　
主
　
　
財
　
　
源

市 税

繰 越 金

財 産 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

配 当 割 交 付 金

繰 入 金

寄 附 金

諸 収 入

合　　　　　　　　　　　計

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 交 付 税

県 支 出 金

地 方 特 例 交 付 金

国 庫 支 出 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

依
　
　
存
　
　
財
　
　
源

市 債

法 人 事 業 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

－ 62 －



決　算　額 構成比 増減率 決　算　額 構成比 増減率 決　算　額 構成比 増減率

円 ％ ％ 円 ％ ％ 円 ％ ％

△ 6.6

△ 0.2

△ 62.6

△ 82.1

△ 70.5 △ 66.1

△ 22.4

△ 8.6 △ 7.0

△ 1.9

△ 3.4

△ 1.3 △ 16.7

△ 4.2

△ 39.4

△ 16.3 △ 8.0

△ 8.4 △ 13.0

△ 7.0 △ 9.3 △ 6.9

△ 20.3 △ 10.4

△ 42.6 △ 36.6

△ 17.5 △ 7.8

△ 7.7 △ 4.9

令和５年度 令和６年度令和４年度
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（１１）過去５年間の決算額推移（歳出款別）

決　算　額 構成比 増減率 決　算　額 構成比 増減率

円 ％ ％ 円 ％ ％

△ 4.2

△ 3.2

△ 27.1

△ 59.9

△ 22.1 △ 0.8

△ 21.5

△ 10.8

△ 4.9

△ 2.2

皆増

△ 6.0合　　　　　　　計

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

土 木 費

消 防 費

区　　　　　　分

議 会 費

商 工 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

令和３年度令和２年度
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決　算　額 構成比 増減率 決　算　額 構成比 増減率 決　算　額 構成比 増減率

円 ％ ％ 円 ％ ％ 円 ％ ％

△ 4.7

△ 8.9

△ 0.6

△ 6.9

△ 1.4 △ 3.1

△ 24.9

△ 1.2

△ 28.0 △ 50.4

皆減

△ 7.0 △ 4.7

令和５年度令和４年度 令和６年度
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（１３）投資的経費の状況

国 県
支 出 金

分 担 金
負 担 金
寄 附 金

地 方 債
そ の 他
特 定 財 源

一 般 財 源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

同 級 他 団 体 施 行
事 業 負 担 金

合 計

普

通

建

設

事

業

費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

小 計

災 害 復 旧 事 業

補 助 事 業

民 生 費

県 営 事 業 負 担 金

受 託 事 業

単 独 事 業

左 の 財 源 内 訳

補

助

事

業

区 分 決 算 額

単

独

事

業

民 生 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

小 計

総 務 費
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（１４）歳出決算節別集計

区　　　　　分 予 算 現 額 支 出 済 額 構　成　比
対 前 年 度
増   減  率

円 円 ％ ％

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

報 償 費 △ 9.1

旅 費

交 際 費 △ 8.5

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費 △ 46.1

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費 △ 67.4

備 品 購 入 費 △ 54.9

負担金、補助及び交付金 △ 10.2

扶 助 費

貸 付 金 △ 8.4

補 償、 補 填 及 び賠 償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金 △ 0.1

積 立 金 △ 53.8

公 課 費 △ 46.8

繰 出 金 △ 2.9

予 備 費

△ 4.7合　　　　　計
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２２　　市市税税のの状状況況

（１）税目別収入状況内訳

（２）税目別の収入状況の推移（現年度分・滞納繰越分）

区　分

税　目 現　年　度　分 滞 納 繰 越 分 計 現　年 繰　越 計
円 円 円 ％ ％ ％

都市計画税

※上段は調定額、下段は収入済額

合　　　計

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

調　定　及　び　収　入　済　額 収　入　割　合

市　民　税

区　分

税　目
円 円 円

都市計画税

合　　　計

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

市　民　税

％

令和５年度 令和６年度
増　　減　　率
（対前年度）

令和４年度

△ 1.42
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人 世帯

件　数

件

法 人 分

人

(注）課税者数の人数については退職所得者数を含むため、申告者数は非課税者数

　　 と課税者数の合計と一致しない。

世帯

件　数

円

件人

合　　　　計

税　　額

円円 件

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

税　　負　　担　　額

税 目 １ 人 当 た り １ 世 帯 当 た り
円

（３）市税負担状況（現年度分）

調　　定　　額

（４）不納欠損額内訳

都 市 計 画 税

合　　　　　計

区 分

市 民 税

円

常住人口

固 定 資 産 税

区　分

執 行 停 止 に よ る も の

件

地 方 税 法 第 １ ８ 条
（ 消 滅 時 効 ） に よ る もの

個 人 分

税　　額税　目 件　数

円

税　　額

市
民
税

実態調査件数

市 た ば こ 税

（５）市　民　税

軽 自 動 車 税

固 定 資 産 税

申 告 者 数

人

区　分

　　ア　個人市民税申告者数等

合　　計

非課税者数

(注)都市計画税の件数については、固定資産税と同一処理のため合計件数から除外した。

(令和７年３月３１日)

課 税 者 数

人

呼出・実態調査の状況

呼 出 人 数

令 和 ６ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ４ 年 度

都 市 計 画 税

年　度
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令和４年度 令和５年度 令和６年度

件 件 件

人 人 人 ％

人 超

億 円 超

億 円 超

令和５年度

個　　人

法　　人

千 万 円 以 下

億 円 超

千 万 円 超

　　イ　法人市民税区分別法人件数　

資　本　金　額 従　業　員　数

千 万 円 超

億 円 超

人 以 下

人 超

人 以 下

人 超

合　　計

合　　計

個　　人

法　　人

合　　計

法　　　　人　　　　数区　　　　　　　　　分

上　記　以　外　の　法　人

　　ア　納税義務者数の推移（法定免税点以上のもの）

人 超

※　法定免税点＝課税標準額が土地30万円・家屋20万円・償却資産150万円

償却資産

実　　数

法　　人

合　　計

令和６年度

土　　地

家　　屋

個　　人

個　　人

対前年比

人 以 下

人 超

年　度

億 円 超

法　　人

令和４年度

合　　　　　　計

区　分

（６）固定資産税
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評価総筆数 評価総地積
１㎡当たり
平均評価額

対前年度
地積増減

筆 千㎡ 円 千㎡

△ 6

△ 5

△ 44

△ 45

△ 2

△ 11

△ 30

棟　　数 床 面 積
１㎡当たり
平均評価額

１棟当たり
平均床面積

棟 千㎡ 円 ㎡

木　　　　造

非　 木　 造

合    　　計

木　　　　造

非 　木　 造

合        計

木        造

非   木   造

合        計

棟　　数 床 面 積
１㎡当たり
平均評価額

１棟当たり
平均床面積

棟 千㎡ 円 ㎡

区　　　　分

木　　　　　造

非　　木　　造

合　　　　計

　　（ア）課税対象区分別棟数等

区　　　　分

総       数

令和５年中
新 増 築 分

在　来　分

　　（イ）令和５年中の滅失内訳

池　　　　　　沼

原　　　　　　野

雑　 　種　 　地

非 　　課 　　税

合　  　　計

　　ウ　家　　　屋

畑
調  整  区  域

市 街 化 区 域

宅　　　　　　地

山
林

調  整  区  域

市 街 化 区 域

　　イ　土　　　地　

　　　課税対象地目別筆数等

地　　　　　　目

田
調  整  区  域

市 街 化 区 域
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台 台

－

営 業 用

自 家 用

営 業 用

自 家 用

　　エ　償却資産

区　　　分

千円

課 税 標 準 額決　定　価　格

千円

市　長　決　定

知　事　配　分

大　臣　配　分

算 定 標 準 額

合　　　計

区　　　分

令和６年度

交　　付　　金

件 千円

（７）軽自動車税

年　度

円

　　　　種別課税台数の推移

令和４年度

交　付　金　額

　　オ　交　付　金

件　　　数

９０ｃｃ超～１２５ｃｃ以下

令和５年度
種　別

－

台

５０ｃｃ超～　９０ｃｃ以下

ミ　　ニ　　カ　　ー

二　　　　　　　　輪

三　　　　　　　　輪

四輪以上

乗 　用

貨 　物

合　　　　　　　　　計

小型特殊

農　耕　作　業　用

そ　　　の　　　他

特　定　小　型　原　付

二　輪　の　小　型　自　動　車

軽自動車

原動機付
自 転 車

５０ｃｃ以下
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人 人 人 ％

個　人

法　人

合　計

個　人

法　人

合　計

個　人

法　人

合　計

筆　　　数 地　　　積

筆 千㎡

宅　　　地

そ　の　他

計

棟　　　数 床　面　積

棟 千㎡

区　　　　　分

木　　　造

非　木　造

合　　　計

　　イ　課税対象土地（法定免税点以上のもの）

区　　　　　分

宅
地
等

農　　　　　　地

合　　　　計

　　ウ　課税対象家屋（法定免税点以上のもの）

対前年比
区　分

土　　　地

家　　　屋

実　　　数

（８）都市計画税

　　ア　納税義務者数の推移（法定免税点以上のもの）

年　度

令和４年度 令和５年度 令和６年度
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３ 主要な施策の成果

（１） 一 般 会 計
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３ 主要な施策の成果

（１） 一 般 会 計

 
 
 

 
 





款

項

目

事
業
内
容

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

職員給与費は、まちづくり報告書において積算した費用を掲載しています。

アア　　議議　　　　会会

事業名 インターネット議会中継システム事業
会計 一般会計 予算区分 政策

予
算
科
目

議会費

政　策

流山市議会のホームページ上で本会議の映像を公開し、市民などに対して情報の共有化を図る。併せて、手話同時
通訳中継を行い、より分かりやすく市民に開かれた市議会を目指す。

計画を推進するために 議会費

施　策 行政経営 議会費

主管課 議会事務局 事業コード

事
業
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

市民 市民に開かれた市議会の実現に向けて、更なる情報公開と情報の
共有に努める。

事
業
の
実
績

指
標

インターネット配信回数（回）

決
算
額

事業費計

インターネット配信閲覧者延人数
ライブ中継（人）

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

インターネット配信閲覧者延人数
録画中継（人）

分担金・負担金

使用料・手数料

基金繰入金

地方債

その他特定財源

一般財源

無

本会議インターネット中継における手話同時通訳の実施

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

安定したインターネット中継を実施
し、引き続き手話同時通訳の同時中
継を行った。インターネット配信閲
覧を積極的に選択いただけるよう、
更なる周知に努めた。

職員給与費

事務事業の総コスト

繰越・
継続費
の状況

繰越の有無 無 継続費の設定
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款

項

目

事
業
内
容

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

職員給与費は、まちづくり報告書において積算した費用を掲載しています。

政策

予
算
科
目

議会費

政　策 計画を推進するために

事業名 議会ＩＣＴ推進事業
会計 一般会計 予算区分

流山市議会ＩＣＴ推進基本計画に基づき、市議会独自のホームページの充実とセキュリティの向上を図り、オープ
ンデータの活用を継続することによって、より一層市民に開かれた市議会を目指す。

議会費

施　策 行政経営 議会費

主管課 議会事務局 事業コード

事
業
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

市民・議員 ＩＣＴの活用により「市民に開かれた市議会」とする。

事
業
の
実
績

指
標

Ｆａｃｅｂｏｏｋコラム掲載数（回）

決
算
額

事業費計

流山市議会ＩＣＴ推進基本計画に基づく実施計
画事業数に対する実施事業割合（％）

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

分担金・負担金

使用料・手数料

基金繰入金

地方債

その他特定財源

一般財源

無

委員会におけるタブレット端末の活用

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

タブレット端末導入により、登庁し
なくても、自宅や外出先から、議案
書などの資料が閲覧できるようにな
り、議員の情報活用環境の向上が図
られた。また、資料共有システムの
導入により、事務の軽減が図られ
た。

職員給与費

事務事業の総コスト

繰越・
継続費
の状況

繰越の有無 無 継続費の設定

－ 78 －



款

項

目

事
業
内
容

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

職員給与費は、まちづくり報告書において積算した費用を掲載しています。

イイ　　総総　　　　務務

事業名 多文化共生推進事業
会計 一般会計 予算区分 経常

予
算
科
目

総務費

政　策

多文化共生社会の実現を目指し、在住外国人が安心して暮らせるように相談窓口を設置するとともに、多文化共生
意識の醸成を図るための講座を実施する。

誰もが自分らしく暮らせるまち 総務管理費

施　策 多文化共生社会づくり 一般管理費

主管課 企画政策課 事業コード

事
業
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

市民 在住外国人を含めた市民が、互いを尊重し合えるようになる。

事
業
の
実
績

指
標

国際理解サポートセンターへの相談件
数（件）

決
算
額

事業費計

国際交流に関する啓発イベントや講座
の実施回数（回）

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国籍や性別等にかかわらず平等に扱われて
いると思う市民の割合（％）

分担金・負担金

使用料・手数料

基金繰入金

地方債

その他特定財源

一般財源

無

多文化共生普及啓発講座（世界の料理教室）の様子

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

在住外国人の相談窓口として、流山
市国際理解サポートセンターを設置
している。同センターの運営業務を
受託しているＮＰＯ法人流山市国際
交流協会と協働し、相談窓口のほ
か、市民便利帳の翻訳、外国人の転
入者向けの案内チラシの更新など、
外国人住民が暮らしやすい環境整備
に向けた取組を実施した。

職員給与費

事務事業の総コスト

繰越・
継続費
の状況

繰越の有無 無 継続費の設定

－ 79 －



款

項

目

事
業
内
容

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

職員給与費は、まちづくり報告書において積算した費用を掲載しています。

有

令和6年度からの2か年継続事業138,160,000円
令和6年度決算額16,940,000円

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

情報システムの標準化では、引き続
き機能の選定や業務フローを見直
し、データ連携について検討し、令
和 年度末までの移行に向けて準備を
行った。また、老朽化したパソコン
を300台更新した。

職員給与費

事務事業の総コスト

繰越・
継続費
の状況

繰越の有無 無 継続費の設定

その他特定財源

一般財源

使用料・手数料

ウイルス感染件数（件）
基金繰入金

地方債

事
業
の
実
績

指
標

全庁ＬＡＮパソコン整備台数（台）

決
算
額

事業費計

自治体セキュリティクラウドマルウエ
ア等検知件数（件）

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

配備に対する全庁ＬＡＮパソコン不足
台数（台）

分担金・負担金

職員利用のパソコン・プリンタ・通信機器、ファイルサーバ・グループウェア・統合型ＧＩＳ等の各システム、
ネットワーク環境の整備及び情報セキュリティ対策を実施する。

総務管理費

施　策 行政経営 一般管理費

主管課 情報政策・改革改善課 事業コード

事
業
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

全職員 全庁ＬＡＮの整備により、情報の共有化、事務能率の向上等を図
る。また、セキュリティを確保したシステム構築を行う。

政策

予
算
科
目

総務費

政　策 計画を推進するために

事業名 全庁ＬＡＮ整備事業
会計 一般会計 予算区分

－ 80 －



款

項

目

事
業
内
容

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

職員給与費は、まちづくり報告書において積算した費用を掲載しています。

無指標で表すこ
とができない
定性的な成果

「行かない窓口」実現のため、電子
申請システムの改修を行った。ま
た、ＬＩＮＥ公式アカウントの機能
において市民の利便性を高めるため
の更なる活用を進めた。

職員給与費

事務事業の総コスト

繰越・
継続費
の状況

繰越の有無 無 継続費の設定

その他特定財源

一般財源

使用料・手数料

ＬＩＮＥ登録者数（人）
基金繰入金

地方債

事
業
の
実
績

指
標

電子申請手続き数（件）

決
算
額

事業費計

ＬＩＮＥによるセグメント配信件数
（件）

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

電子申請利用件数（件）
分担金・負担金

市民の方が自宅のパソコン等から行政手続きや情報取得ができる環境を整備する。また、令和4年度からＬＩＮＥ
を活用して利用者の希望する情報を提供するセグメント配信や自動会話プログラム「チャットボット」などのサー
ビスを提供している。

総務管理費

施　策 行政経営 一般管理費

主管課 情報政策・改革改善課 事業コード

事
業
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

市民等 申請等手続きの電子化の充実やオープンデータの利活用の充実を
図り、市民の利便性を高める。

政策

予
算
科
目

総務費

政　策 計画を推進するために

事業名 市民向け電子化事業
会計 一般会計 予算区分

－ 81 －



款

項

目

事
業
内
容

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

職員給与費は、まちづくり報告書において積算した費用を掲載しています。

無

左：政策法務研修の様子　右：自治体法務検定成績優秀者の表彰

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

行政リーガル・ドック事業における
指摘事項の改善対応について、政策
法務室が担当課と協同して行った。

職員給与費

事務事業の総コスト

繰越・
継続費
の状況

繰越の有無 無 継続費の設定

その他特定財源

一般財源

使用料・手数料

基金繰入金

地方債

事
業
の
実
績

指
標

研修受講者数（人）

決
算
額

事業費計

自治体法務検定シルバークラス以上取
得者累計数（人）

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

分担金・負担金

政策法務推進計画に従い、政策法務研修計画に基づく研修の実施等の人材の育成、政策法務主任の設置等の組織の
充実、法令・判例の解説等の入手を容易にする環境の整備、行政リーガル・ドック事業等の予防法務の実施により
政策法務を推進する。

総務管理費

施　策 組織・人材 一般管理費

主管課 総務課 事業コード

事
業
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

全職員 法令（条例を含む。）を地方自治の本旨に基づいて解釈し、運用
し、政策を実現するための手段として活用できるようにする。

政策

予
算
科
目

総務費

政　策 計画を推進するために

事業名 政策法務推進事業
会計 一般会計 予算区分

－ 82 －



款

項

目

事
業
内
容

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

職員給与費は、まちづくり報告書において積算した費用を掲載しています。

無

職員研修の風景

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

入庁時から段階的・計画的に仕事の
基礎能力を習得し、モチベーション
を高め、組織に定着させるため、研
修計画を見直した。令和 年度から若
年層・中堅層に対してモチベーショ
ン向上研修、チームワーク強化研修
等、新規の研修を実施した。

職員給与費

事務事業の総コスト

繰越・
継続費
の状況

繰越の有無 無 継続費の設定

その他特定財源

一般財源

使用料・手数料

基金繰入金

地方債

事
業
の
実
績

指
標

集合研修実施件数（件）

決
算
額

事業費計

職員自主研修助成者数（人）

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

派遣研修派遣職員数（人）
分担金・負担金

職員一人ひとりの資質の向上や専門知識の習得を図るため、担当部門や勤続年数に応じた研修を実施する。また、
組織外からの知識や情報を組織内に吸収し、組織としての創造性を高める効果的な方策として政策自主研修を行う
職員に研修助成し、意欲のある職員を育成する。

総務管理費

施　策 組織・人材 人事管理費

主管課 人材育成課 事業コード

事
業
目
的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

全職員 市民自治によるまちづくりを推進し、総合計画の基本計画実現を
担う職員を育成する。

経常

予
算
科
目

総務費

政　策 計画を推進するために

事業名 職員研修事業
会計 一般会計 予算区分

－ 83 －




